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【令和6年度の主な成果と今後の主な事業予定・取組方針】
基本目標１　魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり

基本目標２　若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える

基本目標３　安全・安心で誰もが活躍できる、持続可能なまちづくり

令和6年度の主な成果 今後の主な事業予定・取組方針

・新庁舎整備事業（令和2～8年度予定）について、令和７年２月に新庁舎棟が完成

し、３月に住民向けに内覧会を開催した。

・デジタルデバイド対策として、国の「デジタル活用支援推進事業」による講習会や大阪府の

公民連携による「スマホ教室」を町内で実施した。

・図書館の新たな取組として、点字付き絵本やＬＬブックなどのバリアフリーに配慮した資料を

集めた「りんごの棚」を常設設置した。

・各補助対象自治会に対し、活動を支援するために補助金を交付したほか、自治会の認定

要件基準を見直し、新たに総会等を要さない緩やかな自治会として連携対象自治会を設

け、２つの地域が連携対象自治会になった。

・官民データ活用推進基本法等に基づき、島本町が保有している情報のオープンデータに取

り組む。

・水無瀬川緑地公園に体育館と屋内プールを整備するため、設計と工事を一括で請け負う

事業者を募集するにあたっての要求水準書及び募集要項の作成、並びに建設予定地の

ボーリング調査を実施する。

・令和7年10月から、がん患者の方に対し、アピアランスケアとしてウィッグ等や胸部補整具の

購入費を助成し経済的負担の軽減を図り、がん治療と就労・就学等の社会生活の両立を

支援する「がん患者のためのアピアランスケア支援事業」と、骨髄等移植及びドナー登録の促

進を図るため、骨髄バンクを介してドナーになった住民やそのドナーへの特別休暇付与を行っ

た町内の雇用主に対して助成する「骨髄等移植ドナー支援事業」を実施予定。

・すべての妊産婦・こども・その家庭への切れ目のない相談支援体制の強化を図るため、令和

7年1月にこどもすこやかセンターを設置した。

・「子育てガイド」令和6年度版を発行、子育て支援情報の提供を図った。

・人材確保においては、本町独自の講師登録フォームを作成し、講師募集のための新たな活

動を実施するとともに、大阪府教育庁主催の講師説明会に参加し、講師募集をＰＲするな

ど新たな活動を実施した。

・子ども食堂において、新たな開設や稼働の支援に努めるとともに、補助メニューに回数拡充

加算、デリバリー加算、学習支援加算を追加し支援の強化を行う。

・ＪＲ島本駅西地区集合住宅内に学童保育室を開室する。

・幼児教育・保育の「遊びを通した学び」と小学校教育の「主体的・対話的で深い学び」の接

続について、校園所間での参観等を行い、相互理解を深めるとともに、保幼小接続に向けて

の取組を、より推進する。

令和6年度の主な成果 今後の主な事業予定・取組方針

・まちの魅力を創造発信するための政策誘導型創業支援策として、「島本町創業支援プロ

グラム「島本と、つくる。」」を新たに実施し、町内で地域の課題解決を行うための創業を目指

す参加者に伴走型の支援を行った。

・森林整備実施計画を策定し、計画に沿って広瀬地区の風倒木処理を行い、桜井地区の

整備に向けた現地調査を実施した。

・令和5年度に完成した尾山遺跡泉跡再現遺構を報告するため、現地報告会や企画展を

開催した。

・北摂7市3町で連携し、大阪・関西万博の機運醸成と北摂地域の魅力発信を目的とした

事業（「まるごとぜんぶ北摂の本」の出版など）を実施した。

・森林整備実施計画に基づき、桜井地区の森林整備を行う。

・島本町立歴史文化資料館において、地域の歴史や文化、民俗等を中心とした企画展や

講演会に加えて職員によるギャラリ－トークを実施し、町内外の来館者に本町の魅力を周知

する。

・駅前観光案内板を改修し、町内のまち歩きを促進する周遊表示を設置する。

・大阪・関西万博において府内全市町村が参加する「大阪ウィーク」（令和7年7月開催

分）に本町も出展し、本町の魅力を発信した。

令和6年度の主な成果 今後の主な事業予定・取組方針
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基本目標1　魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり
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地元産業の活性化と雇用・労働環境の充実
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①商工業

R7実績値

目標値を達成したが、引き続き空き店舗の減少に努める。

・新型コロナウイルス感染症
の影響により、11月と3月しか
開催できなかったが、商店街
の活性化を目的とした商店街
サミットを開催し、空き店舗の
解消をはじめ、商店街の課題
等について検討を行った。

・新型コロナウイルス感染症の影響に
より、開催できない月があったが、商
店街の活性化を目的とした商店街サ
ミットを年間で11回開催し、空き店舗
の解消をはじめ、商店街の課題等に
ついて検討を行った。

・商店街の活性化やまちづくりを目
的とした商店街サミットを年間で11
回開催し、空き店舗の解消をはじ
め、商店街の課題等について検討
を行った。

・商店街の活性化やまちづくりを目的
とした商店街サミットを年間で10回開
催し、空き店舗の解消をはじめ、商店
街の課題等について検討を行った。

・商店街サミットから「しまもと商店サミッ
ト」に名称を変更して毎月開催し、商店
街だけでなく商店街以外の事業者の
ニーズ把握、課題解決の検討等を行っ
た。

R6実績値

目標値を達成したが、引き続き創業支援施策の検討を行う。

R2実績値 R3実績値 R4実績値 R5実績値

重要業績評価指標（KPI）
基準値
（年度）

KPIの
目標値

基準値

令和元年：735事業所(基礎調査) 令和7年：750事業所　以上

ふるさと納税寄附者数（実人数） 令和7年：1,000人　以上令和元年：148人

施策方向1-1

実績

数値目標

町内の事業所数

目標値

KPI変動の評価・課題

商店街の空き店舗数

創業支援等事業計画による創業件数（累計）

森林ボランティアの登録者数
森林ボランティア養成講座を開講し、R5同様多くの方に参加いただき新規の登録につながったが、森林ボランティアの高齢化により、
団体を退会されるかたも増えており、１名減となった。

具体的な施策

企業立地の促進（企業立地促進奨励金
制度の活用など）

創業者支援の推進（創業支援計画の推
進、セミナーの開催など）

商店街の活性化（商店街サミット、店
舗・イベントへの支援・PRなど）

空家、空き店舗の活用（チャレンジ
ショップやコワーキングスペースとして
の活用・促進など）

・空家の流通を促進するため、
全日本不動産協会大阪府本
部と協定を締結し、不動産事
業者紹介制度を創設した。
（活用数：0件）

・不動産事業者紹介制度を活用して、
空家の流通促進に努めた。
（活用数：0件）

・不動産事業者紹介制度を活用し
て、空家の流通促進に努めた。
（活用数：0件）

・不動産事業者紹介制度を活用し
て、空家の流通促進に努めた。
（活用数：0件）

・不動産事業者紹介制度を活用して、
空家の流通促進に努めた。
（活用数：0件）

今後の事業予定・取組方針

・ホームページで企業立地促
進制度の周知等を行った。
（申請件数：0件）

・ホームページで企業立地促進制度
の周知等を行った。
（申請件数：0件）

・ホームページで企業立地促進制
度の周知等を行った。
（申請件数：0件）

・ホームページで企業立地促進制度
の周知等を行った。
（申請件数：0件）

・ホームページで企業立地促進制度の
周知等を行った。
（申請件数：0件）

・引き続き企業立地促進制度の周知等
を行う。

・商工会と連携し、創業セミ
ナーの開催等、創業支援計画
に基づく支援を行った。
（創業セミナー参加者：22名）

・商工会と連携し、創業セミナーの開
催等、創業支援計画に基づく支援を
行った。
（創業セミナー参加者：18名）

・商工会と連携し、創業セミナーの
開催等、創業支援計画に基づく支
援を行った。
（創業セミナー参加者：19名）
・新たな創業支援策を検討した。

・商工会と連携し、創業セミナーの開
催等、創業支援計画に基づく支援を
行った。
（創業セミナー参加者：16名）
・新たな創業支援策を検討した。

・商工会と連携し、創業セミナーの開催
等、創業支援計画に基づく支援を行っ
た。
（創業セミナー参加者：12名）
・まちの魅力を創造発信するための政
策誘導型創業支援策として、「島本町
創業支援プログラム「島本と、つくる。」」
を新たに実施し、町内で地域の課題解
決を行うための創業を目指す参加者に
伴走型の支援を行った。
（創業支援プログラム参加者：5名）

・引き続き商工会と連携し、創業セミ
ナーの開催等、創業支援計画に基づく
支援を行う。
・引き続き、まちの魅力を創造発信する
ための政策誘導型創業支援策である
創業支援プログラムを実施し、町内で
地域の課題解決を行うための創業を目
指す参加者に伴走型の支援を行う。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

・今後もしまもと商店サミットを毎月開催
し、引き続き商店街や商店街以外の事
業者のニーズ把握、活性化に向けて課
題解決の検討等を行う。

・引き続き不動産事業者紹介制度を活
用して、空家の流通促進に努める。



②農林業

③雇用・労働

・生活困窮者就労支援数　9人
・母子父子自立支援員　就労
相談　27件
・障害者就労系支援　107人

・生活困窮者就労支援数　20人
・母子父子自立支援員　就労相談
27件
・障害者就労系支援　110人

・生活困窮者就労支援数　12人
・母子父子自立支援員　就労相談
29件
・障害者就労系支援　117人

・生活困窮者就労支援数　12人
・母子父子自立支援員　就労相談
22件
・障害者就労系支援　128人

・生活困窮者就労支援数　12人
・母子父子自立支援員　就労相談　27
件
・障害者就労系支援　147人

R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 今後の事業予定・取組方針

・ファミリー農園の斡旋や、新規就農
者のマッチング、経営所得安定対策
事業の周知など、都市農業の振興に
努めた。
（経営所得安定対策事業利用件数：1
件）

・ファミリー農園の斡旋や、新規就農者
のマッチング、経営所得安定対策事業
の周知など、都市農業の振興に努め
た。
（経営所得安定対策事業利用件数：1
件）

・ファミリー農園の斡旋や、新規就農者
のマッチング及び補助金の交付、経営
所得安定対策事業の周知など、都市農
業の振興に努める。

具体的な施策

都市農業の振興（生産緑地地区の指
定、営農環境の整備など）

遊休農地の活用（ファミリー農園の斡
旋、多様な担い手との連携など）

地元農林産物の活用、地産地消の推
進（朝市支援、林産物の活用など）

多様な主体との連携による森林保全
（企業等と連携した森林整備、森林ボラ
ンティアの育成）

具体的な施策

関係機関と連携した就労支援（地域就
労支援、高齢者・障害者・ひとり親家
庭・生活困窮者への就労支援など）

働きやすい環境づくりのための啓発
（ワークライフバランスの推進、ハラスメ
ントの防止、テレワークの推進など）

R2実績

・ファミリー農園のあっせん事務を実
施し、転作農地の有効利用に努め
た。
（令和5年度末時点空き区画：42区
画）

・農林業祭を開催した。
・島本町農業振興団体協議会が実施
されている朝市の開催に係る支援な
どを行った。

・サントリー山崎蒸溜所100周年を記
念した、天然水の森事業協定地にお
ける植樹イベントを実施した。
・大阪府や企業、森林ボランティアと
の連携により、森林整備を推進した。
・大山崎町、島本町合同で森林ボラ
ンティア養成講座を実施した。
・森林保全にむけた整備を計画的に
実施するため、デジタル技術を活用し
た森林調査業務を実施した。

・ファミリー農園のあっせん事務を実施
し、転作農地の有効利用に努めた。
（令和6年度末時点空き区画：47 区画）

・農林業祭を開催した。
・島本町農業振興団体協議会が実施さ
れている朝市の開催に係る支援などを
行った。

・大阪府や企業、森林ボランティアとの
連携により、森林整備を推進した。
・大山崎町、島本町合同で森林ボラン
ティア養成講座を実施した。
・森林整備実施計画を策定し、計画に
沿って広瀬地区の風倒木処理を行い、
桜井地区の整備に向けた現地調査を
実施した。

・ファミリー農園の斡旋や、新
規就農者のマッチング、経営
所得安定対策事業の周知な
ど、都市農業の振興に努め
た。
（経営所得安定対策事業利用
件数：1件）

・ファミリー農園の斡旋や、新規就農
者のマッチング、経営所得安定対策
事業の周知など、都市農業の振興に
努めた。
（経営所得安定対策事業利用件数：1
件）

・ファミリー農園の斡旋や、新規就
農者のマッチング、経営所得安定
対策事業の周知など、都市農業
の振興に努めた。
（経営所得安定対策事業利用件
数：1件）

・ファミリー農園のあっせん事
務を実施し、転作農地の有効
利用に努めた。
（令和2年度末時点空き区画：
0区画）

・新型コロナウイルス感染症
の影響により農林業祭の開催
は中止したが、島本町農業振
興団体協議会が毎月実施され
ている朝市及び夕市の開催に
係る支援などを行った。

・企業と連携して「サントリー天
然水の森おおさか島本」協定
締結地の森林整備に努めた。
・森林ボランティアと連携して
十方山ハイキングコースの森
林整備に努めた。
・新型コロナウイルス感染症
の影響により森林ボランティア
養成講座は中止した。

・ファミリー農園のあっせん事務を実
施し、転作農地の有効利用に努め
た。
（令和3年度末時点空き区画：7区画）

・新型コロナウイルス感染症の影響に
より農林業祭の開催は中止したが、
島本町農業振興団体協議会が毎月
実施されている朝市及び夕市の開催
に係る支援などを行った。

・企業と連携して「サントリー天然水の
森おおさか島本」協定締結地の森林
整備に努めた。
・森林ボランティアと連携して健全な
森林などの維持管理作業を実施し
た。
・新型コロナウイルス感染症の影響に
より森林ボランティア養成講座は中止
した。
・境界混迷により整備に支障が生じて
いる大沢地内の旧町立キャンプ場や
山崎地区山間部の境界確定業務を
実施した。

・ファミリー農園のあっせん事務を
実施し、転作農地の有効利用に努
めた。
（令和4年度末時点空き区画：36区
画）

・農林業祭を開催した。
・島本町農業振興団体協議会が
実施されている朝市の開催に係る
支援などを行った。

・大阪府や企業、森林ボランティア
との連携により、森林整備を推進
した。
・大山崎町、島本町合同で森林ボ
ランティア養成講座を実施した。
・境界混迷により整備に支障が生
じている山崎地区山間部の境界
確定業務を実施した。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 今後の事業予定・取組方針

・働きやすい環境づくりの啓発
のため、ワークルールセミナー
「ワークライフバランスの実現
に向けて」を開催した。
（参加者：12人）

・働きやすい環境づくりの啓発のた
め、ワークルールセミナー「パワーハ
ラスメント」を開催した。
（参加者：13人）

・働きやすい環境づくりの啓発の
ため、ワークルールセミナー「労働
法の基礎知識」を開催した。
（参加者：4人）

・働きやすい環境づくりの啓発のた
め、ワークルールセミナー「雇用する
側・される側の副業・兼業マネー講
座」を開催した。
（参加者：3人）

・働きやすい環境づくりの啓発のため、
働く人・雇用する人のためのお役立ちセ
ミナーをＥラーニング形式にて開催し
た。

・ファミリー農園のあっせん事務を実施
し、転作農地の有効利用に努める。

・開催内容の改善をしつつ、農林業祭を
開催する。
・島本町農業振興団体協議会が実施さ
れている朝市の開催に係る支援などを
行う。

・大阪府や企業、森林ボランティアとの
連携により、森林整備を推進する。
・大山崎町、島本町合同で森林ボラン
ティア養成講座を実施する。
・森林整備実施計画に基づき、桜井地
区の森林整備を行う。

・三市一町合同就職フェアに参加し、就
労希望者と事業者とのマッチングを支
援する。
・就労相談の受付を行い、各種相談内
容に応じた支援を行う。

・引き続き就労支援施策の充実に努め
る。
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基本目標1　魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり

地域資源の活用と魅力の発信

R2 R3 R4 R5 R6 R7

17,170
（R1）

9,536
(歴)

7,964
（歴）

15,956
(歴）

17,831
(歴)

13,901
（歴）

－
18,000人

以上
評価

64
（R1）

27 18 15 26 14 －
80件
以上

評価

2,344
(R2.11)

3,303 6,566 7,529 8,327 9,286 －
5,000人

以上
評価

①歴史・文化

施策方向1-2

歴史文化資料館の利用者数及び史跡
桜井駅跡でのイベントの年間来場者数

大型イベントの開催地とならなかった等、貸出し団体の参加者数が減少したことにより、来館者数が減少した。今後も引き続き、地域の
歴史を中心とした企画展・講演会、イベント等を開催し、地域活性化を図りながら来館者数の増加に務める。

重要業績評価指標（KPI）
KPIの
目標値

KPI変動の評価・課題
基準値
（年度）

実績

新聞掲載件数 町内イベント等の記事が掲載につながったが、目標達成には至らなかった

島本町ＬＩＮＥ公式アカウント友だち数

具体的な施策

歴史文化資料館の活用（情報発信・交
流拠点としての活用など）

従来からの広報での周知に加え、住民課窓口にて転入者に対し登録案内のチラシの配布を始めるとともに、LINEを使ったアンケートを
実施するなど内容の充実を図ったことで目標値を上回った。

歴史文化遺産の保全と活用（文化財保
護、歴史や文化の紹介など）

郷土の歴史や文化に親しみ学ぶ機会
の充実（体験教室など）

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績

・コロナウイルス感染拡大防
止のため、例年実施している
小学生の民具・道具体験学習
は実施できなかった。

・新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、例年実施している小学生の
民具・道具体験学習は実施できな
かったが、小学生の見学会を実施し
た。

・新型コロナウイルス感染拡大防
止対策を継続しながら、企画展や
講演会を実施した。
・体験学習等は実施しなかった。

・企画展や講演会、ワークシヨップを
実施した。
・小学生を対象とした体験学習等を実
施した。

・企画展に伴い講演会、ワークショップ
を実施した。
・小学生を対象とした体験学習を実施し
た。

R6実績 今後の事業予定・取組方針

・歴史や民俗などの文化を紹
介した企画展などを行い、町
内外からの来館者を迎えるた
め、周知を図った。

・歴史や民俗などの文化を紹介した
企画展などを行い、町内外からの来
館者を迎えるため、周知を図った。

・後鳥羽上皇に関連した地域の歴
史や文化を紹介する企画展・講演
会などを行い、町内外からの多く
の来館者を迎えた。
・むかしの道具展では「音」に関係
した道具や農具等の民具展示を
行った。

・地域の歴史や文化を文書資料を交
えて紹介する企画展・講演会などを
行い、町内外からの多くの来館者を
迎えた。
・むかしの道具展では「計測器」に関
係した道具や農具等の民具展示を
行った。
・歴史文化資料館が住民に広く活用
され、情報発信や交流の拠点となる
よう、貸し出し規定を整備した。

・地域の歴史や文化を文書資料を交え
て紹介する企画展・講演会・ギャラリー
トークなどを行い、町内外からの多くの
来館者を迎えた。
・むかしの道具展では裁縫道具や農具
等の民具展示を行った。
・歴史文化資料館が住民に広く活用さ
れ、情報発信や交流の拠点となるよう、
広く貸出しを行い、33団体が利用し、
6,353人の参加者があった。

・地域の歴史や文化、民俗等を中心とし
た企画展や講演会に加えて職員による
ギャラリ－トークを実施し、町内外の来
館者に本町の魅力を周知する。
・情報発信や交流の拠点となるよう、広
く資料館の活用を行う。

・歴史や民俗などの文化を紹
介した企画展などを行い、町
内外からの来館者を迎えるた
め、周知を図った。

・町指定文化財等候補リストに掲載さ
れている「神宮文書」の指定に向けて
調査を行った。
・町指定文化財「水無瀬駒　関連資
料」の実物展示を行い、展示期間中
に２１７人の来館があった。

・新型コロナウイルス感染拡大対
策を継続しながら、企画展におい
て、水無瀬神宮所蔵の未公開資
料の展示を行った。また、町指定
文化財の実物展示・公開を実施し
た。

・企画展において、地域に残る古文
書史料の公開を行い、当時の生活の
様子を紹介した。また、町指定文化
財の実物展示・公開を実施した。
・水無瀬家所蔵資料調査の概要報告
をHPによって広く公開し、貴重な文化
財の周知に努めた。

・広瀬公民館文書の調査を行った。
・企画展において、西田家文書の展示
を行い、当時の高浜地域の生活・文化・
生業を紹介した。
・町指定文化財の実物展示・公開を実
施した。
・水無瀬家所蔵資料調査の概要報告を
HPによって広く公開し、貴重な文化財
の周知に努めた。また、中間報告として
企画展を開催し、企画展に伴い作業風
景の公開を行った。
・令和5年度に完成した尾山遺跡泉跡
再現遺構を報告するため、現地報告会
や企画展を開催した。
・本町の文化財を広く周知するため、
HP上において文化財に関するコラムの
掲載を開始した。

・本町が所蔵する文化財史料等を調
査・展示・公開し、地域の歴史を町内外
に周知する。
・R5より開始した水無瀬家所蔵資料調
査について、企画展や関連講座等を実
施し、保全・周知に努める。
・尾山遺跡泉跡再現遺構の周知・活用
に努める。
・本町の文化財をHP等を利用し、情報
発信に努める。

・郷土の歴史や文化に親しみ、学ぶ機
会を充実するよう、ワークショップや体
験学習等を実施する。
・文化財への興味関心が高まるよう、親
子で文化財に親しめるような体験学習
を開催する。



②観光・魅力発信

具体的な施策

観光資源の掘り起こし・磨き上げ・活用
（自然・歴史・産業等の資源活用、集客
を活性化につなげる仕組検討など）

イベント等のにぎわいづくりに取り組む
団体や事業者への支援

町内を周遊するための環境づくり（観光
マップの充実、観光案内の充実など）

近隣自治体・事業者等と連携した観光
事業の推進（合同でのイベント開催やＰ
Ｒの取組など）

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

・広報しまもとの「にぎわい
ねっと」のページに、実施イベ
ントを掲載した。
・町内の商業団体が、商業の
活性化のために創意工夫して
実施する事業に対して、商業
団体支援事業補助金を交付し
た。

・広報しまもとの「にぎわいねっと」の
ページに、実施イベントを掲載した。
・町内の商業団体が、商業の活性化
のために創意工夫して実施する事業
に対して、補助金を交付する商業団
体支援事業を実施した。

・町内の商業団体に対して、商業
団体支援事業を実施し、事業の周
知に取り組んだ。
・町内のシェアリングエコノミーに
取り組む住民団体にイベントの開
発、実施の事業委託を行い、複数
のイベントを開催した。

・町内の商業団体に対して、商業団
体支援事業を実施し、事業の周知に
取り組んだ。
・町内のシェアリングエコノミーに取り
組む住民団体にイベントの開発、実
施の事業委託を行い、複数のイベン
トを開催した。

・町内の商業団体に対して、商業団体
支援事業を実施し、事業の周知に取り
組んだ。
・町内のシェアリングエコノミーに取り組
む住民団体にイベントの開発、実施の
事業委託を行い、複数のイベントを開
催した。

・地域再生マネージャー事業
（短期診断）で専門家に島本
町を診断してもらい、観光施策
の課題等について検討した。

・外部専門家の支援を受け、商工関
係者や他部局等と連携しながら観光
施策や地域づくりについて検討を進
め、地域再生のために実施すべき事
業系プロジェクト及び、それらを実施
するための支援系プロジェクトを策定
した。

・地域再生マネージャー事業（外
部専門家活用助成）を実施し、引
き続き専門家と島本町の観光施策
や創業支援等、まちの魅力づくり
に関する課題等について、庁内関
係課とも連携しながら、課題解決
へ取り組んだ。
・島本駅前や大沢の旧町立キャン
プ場を活用したイベントやお土産
づくり等に取り組んだ。

・まちの魅力の創造・発信事業を実施
し、引き続き専門家と島本町の観光
施策や創業支援等、まちの魅力づく
りに関する課題等について、庁内関
係課とも連携しながら、課題解決へ
取り組んだ。
・島本駅前や大沢の旧町立キャンプ
場を活用したイベントに取り組んだ。

・まちの魅力の創造・発信事業を実施
し、各種イベントや本町の魅力発信に
努めた。
・島本町立歴史文化資料館の利活用を
検討し、民間活力の導入の検討を行っ
た。

・地域再生マネージャー事業
（短期診断）で専門家に島本
町を診断してもらい、観光施策
の課題等について検討した。
・町制施行80周年記念品の一
環として、新しい観光マップを
作成した。

・地域再生マネージャー事業（外部専
門家活用助成）を実施し、引き続き専
門家と島本町の観光施策に関する課
題について検討した。

・地域再生マネージャー事業（外
部専門家活用助成）を実施し、引
き続き専門家と島本町の観光施策
に関する課題について検討を行っ
た。
・商工会、大阪成蹊大学と連携し
てBY LOCAL MAPを作成した。

・まちの魅力の創造・発信事業を実施
し、引き続きタウンプロモーションに取
り組んだ。
・島本町のポスターとブランドブックを
作成し、町外から町内への集客を
図った。

・まちの魅力の創造・発信事業を実施
し、引き続きタウンプロモーションに取り
組んだ。
・観光マップのデザインをリニューアル
した。
・町内の案内表示に関するサイン計画
を作成した。

・高槻市との観光振興に関す
る連携協定における合同での
ＰＲイベントとして、高槻市長と
島本町長による中将棋対局を
行った。
・阪急電鉄株式会社及び阪急
沿線の団体と連携して、観光
あるきを実施した。
（参加者：15名）

・高槻市との観光振興に関する連携
協定における合同でのＰＲイベントと
して、高槻市長と島本町長による中
将棋対局を行った。
・阪急電鉄株式会社及び阪急沿線の
団体と連携して、観光あるきを実施し
た。
（参加者：15名）

・高槻市との観光振興に関する連
携協定における合同でのＰＲイベ
ントとして、高槻市長と島本町長に
よる中将棋対局を行った。
・阪急電鉄株式会社及び阪急沿
線の団体と連携して、観光あるき
を実施した。
（ガイドツアーは雨天により中止）

・高槻市との観光振興に関する連携
協定における合同でのＰＲイベントと
して、高槻市長と島本町長による中
将棋対局を行った。
・阪急電鉄株式会社及び阪急沿線の
団体と連携して、観光あるきを実施し
た。

・高槻市との観光振興に関する連携協
定における合同でのＰＲイベントとして、
高槻市長と島本町長による中将棋対局
を行った。
・阪急電鉄株式会社及び阪急沿線の団
体と連携して、観光あるきを実施した。

・引き続き高槻市との観光施策に関す
る連携協定における合同でのＰＲイベン
ト等を実施する。
・阪急電鉄株式会社及び阪急沿線の団
体と連携して、観光あるきを実施する。

・まちの魅力の創造・発信事業を実施
し、引き続きタウンプロモーションに取り
組む。
・駅前観光案内板を改修し、町内のまち
歩きを促進する周遊表示を設置する。

・町内の商業団体に対して、商業団体
支援事業を実施し、事業の周知に取り
組む。
・町内のシェアリングエコノミーに取り組
む住民団体への補助制度を創出し、に
ぎわいづくりに資するイベントの開催を
支援する。

今後の事業予定・取組方針

・まちの魅力の創造・発信事業を実施
し、観光施策の推進や魅力発信に資す
るタウンプロモーションを行う。
・観光、魅力発信の拠点として、島本町
立歴史文化資料館等の利活用の検討
を進める。
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関係人口の創出・拡大に向けた取組
（ふるさと納税、企業版ふるさと納税の
活用・推進など）

まちの魅力発信（ＳＮＳ等の活用、「み
づまろくん」の活用、各分野で活躍する
住民や町出身者を顕彰・応援する取組
など）

地域ブランドの育成（「離宮の水ブラン
ディング」のＰＲ、名産品の開発支援な
ど）

具体的な施策

・町外の流通事業者から返礼
品を提供できる仕組みを構築
し、ウィスキーなどの酒類を返
礼品として多く提供してもらう
ことが可能となり、寄附額の大
幅増加につながった。
（事業者応援型寄附件数：934
件　寄附額：25,689,876円）

・企業版ふるさと納税の募集を開始し
た。（令和3年度寄附実績：0件）
・返礼品の充実やサイトの拡充を実
施し、寄附額の大幅増加につながっ
た。
（事業者応援型寄附件数：5,353件
寄附額：129,024,231円）

・企業版ふるさと納税のPR用チラ
シを作成した。
（寄附件数：１件　寄付額：100,000
円）
・返礼品の充実やサイトの拡充を
実施し、寄附額の大幅増加につな
がった。
（事業者応援型寄附件数：8,980件
寄附額：249,943,567円）

・企業版ふるさと納税では、町内に事
業所を有する企業に町長自ら営業活
動を行うとともに、新たにマッチング
支援企業と契約を締結するなどの取
組の結果、5社から計400万円の寄附
を受けた。
・返礼品の充実やサイトの拡充を実
施し、寄附額の大幅増加につながっ
た。
（事業者応援型寄附件数：11,081件
寄附額：343,996,926円）

・企業版ふるさと納税では、町内に事業
所を有する企業に町長自ら営業活動を
行うとともに、新たにマッチング支援企
業と契約を締結するなどの取組の結
果、13社から計350万円の寄附を受け
た。
・返礼品の充実やサイトの拡充を実施
したが、ウィスキーの在庫不足が発生し
た影響により、前年度より寄附額が減
少となった。
（事業者応援型寄附件数：6,355件　寄
附額：228,090,214円）

R5実績

・「離宮の水ブランド推進協議会」による
離宮の水ブランドの商品認証を行い、
ブランド認証商品の増加を目指す。ま
た、ブランド商品の開発についても商工
会と連携して支援する。

・「広報しまもと」では、リニューアル後も
引き続き、魅力的な広報誌を目指し、わ
かりやすい誌面づくりに努める。
・SNSやデジタルサイネージを活用し、
行政情報やまちの魅力を発信する。
 ・大阪・関西万博において府内全市町
村が参加する「大阪ウィーク」（令和7年
7月開催分）に本町も出展し、本町の魅
力を発信した。
・みづまろくん着ぐるみの活用により、ま
ちの魅力を発信する。
・「まちの魅力の創造・発信事業」にお
いて、各分野で活躍する人たちを応援
するため広報しまもとにて紹介を行う。

・引き続き、企業版ふるさと納税におい
ては、自主財源の確保のため、マッチン
グ支援を活用し寄附を受けられるように
取り組み、ふるさと納税においては、多
くの寄附額を得るべく、返礼品の充実や
サイトの拡充などを図る。

R6実績 今後の事業予定・取組方針

・「離宮の水ブランド推進協議
会」による離宮の水ブランドの
商品認証を行い、ブランド認証
商品の増加を図った。
（令和2年度末時点：11事業
者・13商品　新規認証事業者：
1件・1商品）

・「離宮の水ブランド推進協議会」によ
る離宮の水ブランドの商品募集を行
い、ブランド認証商品の増加を図っ
た。
（令和3年度末時点：11事業者・13商
品　新規認証事業者：0件・0商品）

・「離宮の水ブランド推進協議会」
による離宮の水ブランドの商品募
集を行い、ブランド認証商品の増
加を図った。
（令和4年度末時点：12事業者・13
点　新規認証事業者：2事業者・2
点）

・「離宮の水ブランド推進協議会」によ
る離宮の水ブランドの商品募集を行
い、ブランド認証商品の増加を図っ
た。
（令和5年度末時点：13事業者・15点
（分類）　新規認証事業者：3事業者・
4点（分類））

・「離宮の水ブランド推進協議会」による
離宮の水ブランドの商品募集を行い、
ブランド認証商品の増加を図った。
（令和6年度末時点：13事業者・16点
（分類）　新規認証事業者：1事業者・1
点（分類））

・町制施行80周年を記念し、
大阪成蹊大学との連携事業や
観光フォトコンテスト等、各種
イベントを開催した。
・町制施行80周年を記念し、
みづまろくんが島本町を案内
する動画を作成した。
・みづまろくん公式インスタグ
ラムを開設した。

・LINEやFacebook等のSNSを活用し、
町のイベント情報等を発信した。
・新型コロナウイルスに関する情報な
どを住民に対して、速やかに、分かり
やすく発信していくために、ホーム
ページのシステム更新を行った。
・みづまろくんサポーターと協力し、公
式インスタグラムや着ぐるみの活用に
より、まちの魅力を発信した。

・「広報しまもと」では、町の取組や
魅力を特集にまとめ、わかりやすく
親しみのある誌面づくりに努めた。
・LINEやFacebook等を効果的に活
用し、町のイベントや新型コロナウ
イルス感染者数などの行政情報を
積極的に発信するとともに、アン
ケートを実施しその結果を広く住
民の皆さんにお伝えするなど、広
報の充実に取り組んだ。
・みづまろくんサポーターと協力
し、公式インスタグラムや着ぐるみ
の活用により、まちの魅力を発信
した。

・「広報しまもと」について、デザイン
計画を踏まえたデザイン・レイアウト
の見直しや町ホームページへのリン
ク方法などについて検討を行い、令
和6年5月号から誌面をリニューアル
することとした。
・SNSやデジタルサイネージなど各広
報媒体の特色に応じた情報発信を
行った。
・みづまろくん着ぐるみの活用により、
まちの魅力を発信した。
・「まちの魅力の創造・発信事業」にお
いて、各分野で活躍する人たちを応
援するため広報しまもとにて紹介を
行った。

・「広報しまもと」について、デザイン計
画を踏まえたデザイン・レイアウトの見
直しや町ホームページへのリンク方法
などについて検討を行い、令和6年5月
号から誌面をリニューアルした。
・SNSやデジタルサイネージなど各広報
媒体の特色に応じた情報発信を行っ
た。
・みづまろくん着ぐるみの活用により、ま
ちの魅力を発信した。
・北摂7市3町で連携し、大阪・関西万博
の機運醸成と北摂地域の魅力発信を
目的とした事業（「まるごとぜんぶ北摂
の本」の出版など）を実施した。
・「まちの魅力の創造・発信事業」にお
いて、各分野で活躍する人たちを応援
するため広報しまもとにて紹介を行っ
た。

R2実績 R3実績 R4実績



基本目標2　若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える

1.47 1.47 1.57 1.4 1.27 －

妊娠・出産・子育ての総合的な支援

R2 R3 R4 R5 R6 R7

107
（R2.3）

14 0 0 0 28 － 0人 評価

0
（R2.3）

0 0 0 0 0 － 0人 評価

50
（2/4校区・

2箇所）
（R1）

50 75 100 100 100 － 100% 評価

①子ども・子育て支援

施策方向2-1

具体的な施策

子育て家庭への支援（相談支援、情報
提供、経済的負担の軽減など）

保育所等の待機児童数
R6年度は、大規模開発等の影響により、R6年11月から待機児童が発生した。基準を超えて受入れを行う弾力的運用を活用するなど
の対策を講じ、待機児童の解消及び抑制に努める。

学童保育の待機児童数

第一・二地区において１箇所ずつ閉鎖。

妊娠・出産期から子育て期までの切れ
目のない支援（子育て世代包括支援セ
ンターの運営、産前・産後ヘルパー派
遣事業など）

※令和７年１月より子育て世代包括支援セン
ターは終了し、母子保健機能と児童福祉機能の
一体的運営による「島本町こどもすこやかセン
ター」を設置

子ども食堂小学校区設置率（開催箇所数）

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

・令和2年10月いきいき健康課
内に子育て世代包括支援セン
ターを設置した。
・妊娠・出産期から子育て期を
安心して過ごすことができるよ
うに、産前・産後ヘルパー派遣
事業、こんにちは赤ちゃん訪
問事業などを実施した。

・妊娠期から出産、子育て期（就学
前）までの切れ目のない相談・支援窓
口として子育て世代包括支援セン
ターを運営した。
・妊娠・出産期から子育て期を安心し
て過ごすことができるように、産前・産
後ヘルパー派遣事業、こんにちは赤
ちゃん訪問事業などを実施した。
・令和3年10月から産後ケア事業を実
施した。

・妊娠期から出産、子育て期（就
学前）までの切れ目のない相談・
支援窓口として子育て世代包括支
援センターを運営した。
・妊娠・出産期から子育て期を安
心して過ごすことができるように、
産前・産後ヘルパー派遣事業、こ
んにちは赤ちゃん訪問事業、産後
ケア事業などを実施した。

・妊娠期から出産、子育て期（就学
前）までの切れ目のない相談・支援
窓口として子育て世代包括支援セン
ターを運営した。
・妊娠・出産期から子育て期を安心し
て過ごすことができるように、産前・
産後ヘルパー派遣事業、こんにちは
赤ちゃん訪問事業、産後ケア事業な
どを実施した。

・すべての妊産婦・こども・その家庭へ
の切れ目のない相談支援体制の強化
を図るため、令和7年1月にこどもすこや
かセンターを設置した。
・妊娠・出産期から子育て期を安心して
過ごすことができるように、産前・産後
ヘルパー派遣事業、こんにちは赤ちゃ
ん訪問事業、産後ケア事業などを実施
した。

今後の事業予定・取組方針

・こどもすこやかセンターにおいて、す
べての妊産婦・こども・その家庭への切
れ目のない相談支援体制の強化を図る
等、引き続き妊娠・出産期から子育て期
までの切れ目のない支援を実施する。

数値目標

合計特殊出生率

基準値

基準値
（年度）

KPI変動の評価・課題
実績 KPIの

目標値

目標値

令和7年：1.60

R2実績値 R3実績値 R4実績値

平成30年：1.38

R5実績値 R6実績値 R7実績値

重要業績評価指標（KPI）

定員の変更等により、翌年度の利用者数の増加に対応。

・妊娠・出産・子育てに関する
相談専用電話や育児相談等
による相談支援を実施した。
・妊娠・出産に伴う経済的負担
の軽減を図るため、妊娠届出
時に妊婦健康診査受診券を
交付した。（14枚・総額120,000
円）
・子育て相談（電話相談）
町立保育所・第一幼稚園　4件
／山崎保育園　2件　／しまも
と里山認定こども園　33件
※しまもと里山認定こども園は
令和2年12月から実施
・子育て支援事業のご案内令
和2年度版を発行し、子育て支
援情報の提供を図った。
・病児・病後児保育利用料の
助成
（申請者数：2人　利用延べ日
数：2日）

・妊娠・出産・子育て相談専用電話や
育児相談等による相談支援を実施し
た。
・妊娠・出産に伴う経済的負担の軽減
を図るため、妊娠届出時に妊婦健康
診査受診券を交付した。（14枚・総額
120,000円）
・子育て相談（電話相談）
町立保育所・第一幼稚園　2件／山崎
保育園　2件　／しまもと里山認定こ
ども園　66件
・「子育て支援事業のご案内」令和3
年度版を発行し、子育て支援情報の
提供を図った。
・病児・病後児保育利用料の助成
（申請者数：11人　利用延べ日数：16
日）

・妊娠・出産・子育て相談専用電
話や育児相談等による相談支援
を実施した。
・妊娠・出産に伴う経済的負担の
軽減を図るため、妊娠届出時に妊
婦健康診査受診券を交付した。
（14枚・総額120,000円）
・令和4年4月から妊婦健康診査受
診券を多胎妊娠の場合、5枚追加
で交付した。（追加分：5枚・25,000
円）
・令和4年10月から産婦健康診査
の費用助成のため、産婦健康診
査受診券を交付した。（2枚・総額
10,000円）
・子育て相談（電話相談）
町立保育所・第一幼稚園　0件
山崎保育園　4件
しまもと里山認定こども園　166件
認定こども園ゆいの詩　0件
・「子育て支援事業のご案内」を
「子育てガイド」に名称変更して令
和4年度版を発行、子育て支援情
報の提供を図った。

・妊娠・出産・子育て相談専用電話や育
児相談等による相談支援を実施した。
・妊娠・出産に伴う経済的負担の軽減を
図るため、妊娠届出時に妊婦健康診査
受診券を交付した。（14枚・総額120,000
円、多胎妊婦は14回以上となる場合5
枚・25,000円まで追加で交付）
・出産後の産婦の心身の健康増進や産
後うつの予防を目的とした産婦健康診査
の費用助成のため、産婦健康診査受診
券を交付した。（2枚・総額10,000円）
・令和5年10月から新生児聴覚検査の費
用助成のため、新生児聴覚検査受診券
を交付した。（AABR・5,000円、OAE・
1,500円）
・令和5年10月から市町村民税非課税世
帯の方等を対象に、経済的な理由で妊
娠の診断を受けるための受診を控えるこ
とがないよう、低所得妊婦初回産科受診
料支援事業を開始した。（1回・10,000円）
・子育て相談（電話相談）
　山崎保育園　14件
　しまもと里山認定こども園　138件
　認定こども園ゆいの詩　35件
・「子育てガイド」令和5年度版を発行、子
育て支援情報の提供を図った。

・すべての妊産婦・こども・その家庭への切
れ目のない相談支援体制の強化を図るた
め、令和7年1月にこどもすこやかセンターを
設置した。
・妊娠・出産・子育て相談専用電話（令和6
年12月で終了）や育児相談等による相談支
援を実施した。
・妊娠・出産に伴う経済的負担の軽減を図
るため、妊娠届出時に妊婦健康診査受診
券を交付した。（14枚・総額120,000円、多胎
妊婦は14回以上となる場合5枚・25,000円ま
で追加で交付）
・出産後の産婦の心身の健康増進や産後う
つの予防を目的とした産婦健康診査の費
用助成のため、産婦健康診査受診券を交
付した。（2枚・総額10,000円）
・新生児聴覚検査の費用助成のため、新生
児聴覚検査受診券を交付した。（AABR・
5,000円、OAE・1,500円）
・市町村民税非課税世帯の方等を対象に、
経済的な理由で妊娠の診断を受けるため
の受診を控えることがないよう、低所得妊
婦初回産科受診料支援事業を開始した。（1
回・10,000円）
・「子育てガイド」令和6年度版を発行、子育
て支援情報の提供を図った。
・子育て相談（電話相談）
　山崎保育園　310件
　しまもと里山認定こども園　84件
　認定こども園ゆいの詩　23件

・引き続き子育て家庭への支援を実施
する。

7



8

具体的な施策

子どもたちの成長を社会や地域全体で
支える環境づくり（子育てサークル等へ
の支援、男女共同参画の意識づくりな
ど）

子どもの居場所・遊び場づくり（子ども
食堂、居場所・遊び場の確保、放課後
活動の充実など）

支援を要する子どもと家庭への支援
（支援保育・支援教育、ひとり親家庭・
外国籍児童への支援など）

子どもの権利擁護と安全確保
（子ども家庭総合支援拠点の設置検
討、子どもの貧困対策など）

支援保育：22人
支援教育：10人

ひとり親支援：39件
支援保育：22人
支援教育：6人

ひとり親支援：56件
支援保育：25人
支援教育：4人

ひとり親支援：35件
支援保育：37人
支援教育：4人

ひとり親支援：34件
支援保育：34人
支援教育：4人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 今後の事業予定・取組方針

子ども食堂新規開設　1箇所
／子ども食堂稼働数　2箇所
・園庭開放参加者数
第二保育所　保護者：865人／
子ども：975人
しまもと里山認定こども園　保
護者：364人／子ども：398人
※しまもと里山認定こども園は
令和2年12月から実施
・熱中症対策のため、夏期期
間に公立保育所の園庭開放
に代わり室内あそび「夏のあ
そび場」を実施。

・子ども食堂新規開設　1箇所／子ど
も食堂稼働数　4箇所
・園庭開放参加者数
第二保育所　保護者：195人／子ど
も：211人
第四保育所　保護者：54人／子ども：
67人
しまもと里山認定こども園　保護者：
1356人／子ども：1597人
・熱中症対策のため、夏期期間に公
立保育所の園庭開放に代わり室内あ
そび「夏のあそび場」を実施　保護
者：112人／子ども：145人

・子ども食堂稼働数　5箇所
・園庭開放参加者数
第二保育所　保護者：193人／子
ども：197人
第四保育所　保護者：80人／子ど
も：80人
山崎保育園　保護者：58人／子ど
も：65人
しまもと里山認定こども園　保護
者：1,081人／子ども：1,231人
認定こども園ゆいの詩　保護者：
105人／子ども：210人
・熱中症対策のため、夏期期間に
公立保育所の園庭開放に代わり
室内あそび「夏のあそび場」を実
施　保護者：115人／子ども：102
人

子ども食堂稼働数　9箇所

・園庭開放参加者数
　第二保育所
　　保護者：191人／子ども：226人
　第四保育所
　　保護者：93人／子ども：114人
　山崎保育園
　　保護者：86人／子ども：89人
　しまもと里山認定こども園
　　保護者：918人／子ども：1,142人
　認定こども園ゆいの詩
　　保護者：150人／子ども：154人
・熱中症対策のため、夏期期間に公
立保育所の園庭開放に代わり室内
あそび「夏のあそび場」を実施　保護
者：166人／子ども：188人

・子ども食堂稼働数　7箇所
・園庭開放参加者数
　第二保育所
　　保護者：191人／子ども：224人
　第四保育所
　　保護者：97人／子ども：118人
　山崎保育園
　　保護者：67人／子ども：78人
　しまもと里山認定こども園
　　保護者：398人／子ども：494人
　認定こども園ゆいの詩
　　保護者：59人／子ども：68人
・熱中症対策のため、夏期期間に町立
保育所の園庭開放に代わり室内あそび
「夏のあそび場」を実施　保護者：171人
／子ども：178人

・子ども食堂において、新たな開設や稼
働の支援に努めるとともに、補助メ
ニューに回数拡充加算、デリバリー加
算、学習支援加算を追加し支援の強化
を行う等、引き続き子どもの居場所・遊
び場づくりの充実に努める。

・スマイルセミナー（男女共同
参画講座）を動画配信と講演
会形式で開催
①パパと子どものふしぎ遊び
～家でいっぱ楽しもう！～
（再生回数：当日27回、総再生
196回）
②男のええ加減料理教室
（再生回数：61回）
③ファミリースタート～パート
ナーと一緒に知ろう！赤ちゃ
んを迎える準備のこと～　（再
生回数：30回）
④親が知っておきたいこどもと
性教育　（講演会：23人、再生
回数：380回）

・子育てサークルの地域子育
て支援センター（山崎保育園）
利用状況
（保護者：101人　子ども：161
人）

・スマイルセミナー（男女共同参画講
座）を動画配信と参加型イベント形式
で開催
①保護者の『みんなの学校』（再生回
数：総再生3,303回）
②父子でチャレンジ！夏のお料理体
験（動画配信と参加型イベント　応募
数:2件再生回数：88回）
③まじヤバい　マンガの中のアンコン
シャスバイアス　（再生回数：総再生
1,055回）
④イクボス講座「少しのことで職場が
変わる～上司のための５分間講座
～」　（再生回数：総再生695回）
⑤名もなき家事ｄｅビンゴ！（オンライ
ン参加型イベント　応募数：126件）
・子育てサークルの地域子育て支援
センター（山崎保育園）利用状況
（保護者：78人　子ども：140人）

・スマイルセミナー（男女共同参画
講座）を動画配信と参加型イベン
ト形式で開催
①ジェンダーの視点から考えるそ
の時！ため防災話（参加人数：３３
人）
②思春期の子どもとの向き合い方
講座
（参加人数：２３人）
③保護者の『みんなの学校』　再
配信
（配信期間：令和４年１１月１日
(火)正午から令和５年１月１０
（火））
・子育てサークルの地域子育て支
援センター（山崎保育園）利用状
況
（保護者：47人／子ども：88人）
・里山広場（しまもと里山認定こど
も園）利用状況
（保護者：95人／子ども：100人）
・赤ちゃん広場（しまもと里山認定
こども園）利用状況
（保護者：52人／子ども：53人）
・子育て広場（認定こども園ゆいの
詩）利用状況
（保護者：50人／子ども：55人）

・令和6年3月に第3期しまもとスマイ
ルプランを策定した。
・過去に実施した講座の動画配信を
行った。
・「読みメン育成講座」や「家族で学ぶ
災害時のクッキング」など体験・参加
型の講座を行った。
・子育てサークルの地域子育て支援
センター（山崎保育園）利用状況
（保護者：29人　子ども：55人）

・スマイルセミナー（男女共同参画講
座）を参加型イベントと講演会形式で開
催
①名もなき家事ｄｅビンゴ！※オンライン
開催（参加人数：２人）
②知っていますか？「デートＤＶ」（参加
者：島本町立第一中学校３年生全員）
③性教育講座（LGBTQ）（参加者：島本
町立第二中学校全生徒・教職員）
④言われてみれば…　落語の中の男
女共同参画（参加人数：３０人）
・子育てサークルの地域子育て支援セ
ンター（山崎保育園）利用状況
（保護者：5人　子ども：10人）

・講座の動画配信を含め、継続的に啓
発を行っていく。
・従前の講演型の講座に加え、体験型
の講座を行うなど内容の充実を図り、
参加人数（視聴人数）の向上を図る。
・引き続き、子どもたちの成長を社会や
地域全体で支える環境づくりに関する
事業を実施する。

・引き続き、支援を要する子どもと家庭
への支援に努める。

・子ども家庭総合支援拠点に
ついて他市町村の運営状況を
把握し、設置について検討を
図った。

・子ども家庭総合支援拠点の設置に
向け、近隣市町村の状況の調査を実
施し、町での在り方を検討。

・令和4年10月に「子ども家庭総合
支援拠点」を子育て支援課内に設
置。それに伴い家庭児童相談員1
名の増員と、電算システムの導入
を行った。

関係部局と協議を進め、現状や課題
の整理を行った。

すべての妊産婦・こども・その家庭への
切れ目ない相談体制の強化を図るた
め、令和7年1月に島本町こどもすこや
かセンターを設置した。

・引き続き、児童及び妊産婦の福祉の
ために関係機関と連携した支援を実施
する。



②保育・幼児教育・学童保育

保育施設の整備、待機児童の解消

多様な保育サービスの提供（一時保
育、支援保育、病児・病後児保育など）

保育士をはじめ子育て支援を担う人材
の確保

特色ある幼児教育の推進（幼児教育ア
ドバイザーの配置など）

学童保育の充実

具体的な施策

新規採用保育士等臨時給付
金：6人
民間保育園保育士確保促進
補助金：1園

新規採用保育士等臨時給付金：8人
民間保育園保育士確保促進補助金：
1園

新規採用保育士等臨時給付金：
10人
民間保育園保育士確保促進補助
金：2園

・新規採用保育士等臨時給付金：6人
・民間保育園保育士確保促進補助
金：2園

・新規採用保育士等臨時給付金：2人
・民間保育園保育士確保促進補助金：2
園

・令和2年12月しまもと里山認
定こども園が開園した。
・令和2年4月1日時点で50人
だった待機児童が令和3年3月
1日時点で14人に減少した。

・第四保育所が移転新築し、令和3年
4月に開園。
・令和3年4月1日時点で待機児童数0
人を達成。

・令和4年4月1日、旧第四保育所
跡地に社会福祉法人南山城学園
が認定こども園ゆいの詩（幼保連
携型認定こども園）を開園。
・年間を通して待機児童0人を達
成。

年間を通して待機児童0人を達成し
た。

・令和6年11月から待機児童が発生し、
令和7年3月1日時点で28人の待機児童
が発生した。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 今後の事業予定・取組方針

・新規採用保育士等臨時給付金及び民
間保育園保育士確保促進補助金につ
いては、各施設における保育士等の確
保が十分に図られ、一定の役割を終え
たと考えられることから、令和６年度末
をもって廃止した。今後については、民
間保育施設で勤務されている保育士等
が定着し、長期的な任用が図られるよう
保育士等処遇改善補助金を交付し、保
育士等の処遇改善を図る。

・第一学童保育室の保育室について５
室目を開室し、受入児童数を増やす。
・ＪＲ島本駅西地区集合住宅内に学童
保育室を開室する。

・幼児教育・保育の「遊びを通した学び」
と小学校教育の「主体的・対話的で深
い学び」の接続について、校園所間で
の参観等を行い、相互理解を深めると
ともに、保幼小接続に向けての取組を、
より推進する。
・幼児教育アドバイザーを活用し、保育
の質の向上及び人材の育成に努める。

・引き続き、多様な保育サービスの提供
に関する事業を実施する。

・小規模保育事業所の新規開所をはじ
め、既存施設の弾力的運用を活用する
などの対策を講じ、待機児童の解消及
び抑制に努める。

以下の内容で実施。
・一時保育：山崎保育園、しま
もと里山認定こども園
・支援保育：第二保育所、第四
保育所、山崎保育園
・体調不良児対応型保育：第
二保育所、第四保育所

以下の内容で実施。
・一時保育：山崎保育園、しまもと里
山認定こども園
・支援保育：第二保育所、第四保育
所、山崎保育園、ＲＩＣホープ水無瀬
保育園、しまもと里山認定こども園
・体調不良児対応型保育：第二保育
所、第四保育所

以下の内容で実施。
・一時保育：山崎保育園、しまもと
里山認定こども園、認定こども園
ゆいの詩
・支援保育：第二保育所、第四保
育所、山崎保育園、ＲＩＣホープ水
無瀬保育園、しまもと里山認定こ
ども園、認定こども園ゆいの詩
・体調不良児対応型保育：第二保
育所、第四保育所、山崎保育園、
高浜学園、ＲＩＣホープ水無瀬保育
園、しまもと里山認定こども園、認
定こども園ゆいの詩
・病児対応型保育：認定こども園
ゆいの詩

以下の内容で実施。
・一時保育
　：山崎保育園、しまもと里山認定こ
ども園、認定こども園ゆいの詩
・支援保育
　：第二保育所、第四保育所、山崎保
育園、高浜学園、ＲＩＣホープ水無瀬
保育園、しまもと里山認定こども園、
認定こども園ゆいの詩
・体調不良児対応型保育
　：第二保育所、山崎保育園、高浜学
園、ＲＩＣホープ水無瀬保育園、しまも
と里山認定こども園、認定こども園ゆ
いの詩
・病児対応型保育
　：認定こども園ゆいの詩

以下の内容で実施。
・一時保育
　：山崎保育園、しまもと里山認定こども
園、認定こども園ゆいの詩、ぬくもりの
おうち保育若山台園
・支援保育
　：第二保育所、第四保育所、山崎保育
園、高浜学園、ＲＩＣホープ水無瀬保育
園、しまもと里山認定こども園、認定こ
ども園ゆいの詩
・体調不良児対応型保育
　：第二保育所、第四保育所、山崎保育
園、高浜学園、ＲＩＣホープ水無瀬保育
園、しまもと里山認定こども園、認定こ
ども園ゆいの詩
・病児対応型保育
　：認定こども園ゆいの詩

・幼児教育のリーダーとして、
教職員で子ども理解を深め合
い、めざす子ども像を共有し合
い、具体的手立てについて検
討した。

・職員の資質向上を図り、全職員が
共通認識を持って保育や保護者の対
応に臨めるようになることを目標とし、
共通認識を持てるよう園内研修に取
り組んだ。
・保育所等の相互の綿密な連絡及び
交流を行うことにより、島本町の保育
事業の質の向上及び相互の連携強
化を図ることを目的として､島本町保
育施設連絡会を新たに設置し、開催
した。

・幼児教育アドバイザーを活用し、
日常の保育や遊びの様子を写真
に撮り、子どもの遊ぶ姿や気づ
き、遊びの中で心動かされている
ことを感じ取り、そこからどのよう
な経験をしてほしいか、どのように
育ってほしいか等の共通認識をも
てるよう園内研修を取り組んだ。

・園内研修等で幼児教育アドバイ
ザーをリーダーとして、保育の記録を
基に教職員が意見を出し合い、共有
することで新たな気づきや学びを次
へのステップアップにつなげることが
できた。

・幼児教育アドバイザーがファシリテー
ターとなって園内研修等を行う中で、保
育や園が抱える課題について考え、保
育の質の向上に向けて取り組んだ。

・学童保育室利用者の増加に
合わせて、第四学童保育室に
保育室を1室増設した。

・利用者の見込数に合わせて、翌年
度の定員の検討を行った。

・学童保育室利用家庭に対する子
育て支援の推進を図るため、学童
保育室の土曜日の開室時間を学
校休業日と同じ午前8時に繰り上
げた。

・第一学童保育室の保育室を３室か
ら４室に変更したことに伴い、受入児
童数を増やした。

・第二学童保育室の保育室を４室から５
室に変更したことに伴い、受入児童数
を増やした。

9



10

基本目標2　若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える

教育環境の充実

R2 R3 R4 R5 R6 R7

小学校
100 （R1）

－ 100 100 100 100 －
小学校：
100％

中学校
100 （R1）

－ 100 100 100 100 －
中学校：
100％

71.5
（R1）

65.2 72.4 78.0 72.9 62.8 －
70%程度を

維持
評価

①教育環境

・第三小学校の耐震化工事を
継続して実施した。

具体的な施策

学校施設・設備の計画的な改修・更新

ＩＣＴを活用した教育の推進（情報機器
の整備、オンライン授業、デジタル教材
の充実など）

教職員の働き方改革、学校教育を担う
人材の確保

KPI変動の評価・課題
実績

・第三小学校の耐震化工事を完了さ
せた。
・小中学校施設改善を行った。

・令和５年度にむけた各種工事の
設計を完了させた。
・小中学校施設改善を行った。

地域と連携した学校づくり（コミュニティ
スクールなど）

実用英語検定３級相当以上の英語力を
もつ中学３年生の割合

数値としては下降したが、同指標を掲げる国や府よりも高い結果となっている。
生徒の英語力アセスメントについては、今後も方策を検討していく。

施策方向2-2

重要業績評価指標（KPI）
基準値
（年度）

学力調査の平均正答率が全国平均を
上回る教科の割合

評価
継続して目標値を維持できており、町内各校の学力向上に係る取組が成果として表れている。
「みづまろキッズカリキュラム」の視点も併せ持って、今後の取組に生かしていく。

KPIの
目標値

・令和６年度にむけた各種工事の設
計を完了させた。
・小中学校施設改善を行った。

・令和７年度にむけた各種工事の設計
を完了させた。
・小中学校施設改善を行った。

【設計】
・中学校空調設備改修設計業務（9,570
千円）
・中学校理科室改修設計業務
（4,147千円）
【工事】
・小中学校及び幼稚園防犯対策工事
（94,469千円）
・第二小学校北館校舎長寿命化改修工
事
（123,255千円）（7年度8年度債務負担）
・小中学校放送設備改修工事（49,303
千円）
・中学校受変電設備改修工事
（50,740千円）（7年度8年度債務負担）
【維持管理】
・小学校施設改善（予算：8,000千円）
・中学校施設改善（予算：6,000千円）

・ＩＣＴ機器の活用方法につい
て、配備されているタブレット
等を活用し、教材の提示や話
し合い等、協働学習の方法に
ついての研究授業を実施し
た。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 今後の事業予定・取組方針

・年度内にＧＩＧＡスクール端末第二期
の整備を適切に実施し、より児童生徒
の個別最適な学び、協働的な学びの実
現に資するような教育実践を積み上げ
ていく。オンライン英会話についても、
引き続き中学校で実施していく。

・時間外在校時間が多くなる傾向にあ
る中学校について、留守番電話対応の
開始時刻を繰り上げることとし、その改
善を図る。
・教職員の健康管理では、教職員健診
とともにストレスチェックを継続して実施
し、メンタルヘルス不調を未然に予防す
る。
小学校（1,231千円）
中学校（732千円）
・教職員の事務負担軽減については、
引き続き、統合型校務支援システムを
運用し、適切な保守に努める。
・人材確保は、引き続き、大阪府教育庁
主催の講師説明会に積極参加し、講師
募集のＰＲ等確保策を講じる。

・社会に開かれた教育課程を
実現するために、学校協議会
を定期的に開催し、保護者や
地域社会の意見等を学校の
運営改善に活かした。

・社会に開かれた教育課程を実現す
るために、学校協議会を定期的に開
催し、保護者や地域社会の意見等を
学校の運営改善に活かした。

・社会に開かれた教育課程を実現
するために、学校協議会を定期的
に開催し、保護者や地域の意見等
を学校の運営改善に活かした。
・学校運営協議会制度の整備に
向けて他市町村の実態の調査研
究を行った。

・社会に開かれた教育課程を実現す
るために、学校協議会を定期的に開
催し、保護者や地域の意見等を学校
の運営改善に活かした。
・学校運営協議会の設置に向けて、
ＣＳマイスターを招聘し、規則、要綱
等を作成した。

・第二中学校において学校運営協議会
を設置し、５名の委員を委嘱し、年間３
回の協議会を実施した。また、その他
の学校でも学校協議会を年間４、５回
開催した。

・学校運営協議会については、今後第
一中学校区への展開についても協議す
る。また、本町の地域に根ざした学校教
育を展開するため、学校協議会での協
議内容を基に、保護者及び地域の意見
を自校の教育活動に反映させるよう努
める。

・勤務時間を管理し、長時間
勤務となっている者について
は、セルフチェックシートの実
施又は産業医面談につなげ
た。

・勤務時間を管理し、長時間勤務と
なっている者については、セルフ
チェックシートの実施又は産業医面談
につなげた。
・私会計で運用してきた学校給食費
の徴収・管理を令和４年度から公会
計に移行するため、例規整備等の事
務を進めた

・勤務時間を管理し、長時間勤務
となっている者については、セルフ
チェックシートの実施又は産業医
面談につなげた。
・学校給食費を公会計化

・勤務時間を管理し、長時間勤務と
なっている者については、セルフ
チェックシートの実施又は産業医面
談につなげた。
・統合型校務支援システムを導入し、
教職員の事務負担を軽減した。
導入費（35,068千円）
令和9年度までの使用料（29,568千
円）

・統合型校務支援システムの運用によ
り教職員の事務負担を軽減するととも
に、同システム及び疲労度蓄積チェック
シート活用により教職員の勤務状況等
を管理し、必要に応じ産業医面談を実
施し、長時間労働の是正に努めた。
・人材確保においては、本町独自の講
師登録フォームを作成し、講師募集の
ための新たな活動を実施するとともに、
大阪府教育庁主催の講師説明会に参
加し、講師募集をＰＲするなど新たな活
動を実施した。

・ＧＩＧＡスクール構想に基づく一人一
台端末の整備が完了し、様々な教
科・場面で端末を活用した取組を実
践した。

・様々な教科・場面でＧＩＧＡスクー
ル構想で整備された１人１台端末
を活用した取組を実践した。

ＧＩＧＡスクール連絡会を中心に、各
校における１人１台端末を活用した
好事例を収集し、各校での実践を推
進した。
また、中学校において１人１台端末を
活用して外国人講師とのオンライン
英会話を実施した。

・「大阪府情報活用能力ステップシート」
に基づき、各校が主体的・対話的な深
い学びを実践すべく、一人一台端末等
を活用した。
・オンライン英会話については、効果測
定のアンケートで高い満足度が伺え
た。



②教育活動

確かな学力向上（小中一貫教育、英語
教育、読書活動、放課後学習支援な
ど）

健やかな体の育成（運動の機会、食育
など）

豊かな心の育成（人権・道徳教育、課
題のある児童・生徒への支援など）

具体的な施策 R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 今後の事業予定・取組方針

・幼稚園では、遊びを通した運
動の機会を充実させ、小中学
校では、体育の時間で体づく
りの動きや運動量の確保を
行った。家庭科等の授業で食
に関する授業を実施した。

・幼稚園では、遊びを通した運動の機
会を充実させ、小中学校では、体育
の時間で体づくりの動きや運動量の
確保を行った。カリキュラム・マネジメ
ントの観点から家庭科等の授業で食
に関する授業を実施した。

・幼稚園では、遊びを通した運動
の機会を充実させ、小中学校で
は、体育の時間で体づくりの動き
や運動量の確保を行った。カリ
キュラム・マネジメントの観点から
家庭科等の授業で食に関する授
業を実施した。

・保育所及び幼稚園では、遊びを通
した運動の機会を充実させ、小中学
校では、体育の時間で体づくりの動
きや運動量の確保を行った。また、
食育に関する取組を推進した。

・保育所及び幼稚園では、遊びを通した
運動の機会を充実させ、小中学校で
は、全国体力・運動能力、運動習慣等
調査の結果を踏まえ、体育の時間で体
づくりの動きや運動量の確保を行った。
また、食育に関する取組を推進した。

・児童が様々な運動に触れることができ
るよう、各校のアクションプランに基づい
た運動遊びの更なる充実を図る。「健康
３原則」の理念に基づき、保護者や地
域の協力を得ながら、継続して児童、
生徒に対する健康教育を推進する。

・小学校における教科担任制等の工夫
改善定数加配を活用し、担任等の負担
を軽減しながら、専門性の高い授業を
実施することができた。

・今後も国や府の動向を注視しながら、
適切に工夫改善定数加配を活用してい
く。

・島本町人権教育研究協議会
や島本町教育研究会等と連携
しながら、教職員の人権教育
の実践力を高めるための研修
を実施した。

・島本町人権教育研究協議会や島本
町教育研究会等と連携しながら、教
職員の人権教育の実践力を高めるた
めの研修を実施した。また、教育委員
会として、小中学校全教職員を対象
に「部落問題に関する研修」を実施し
た。

・島本町人権教育研究協議会と連
携しながら様々な人権課題に正対
した取組を実施し、教職員の人権
感覚と指導力の向上を図った。教
育委員会として、小中学校新転任
教職員を対象に「部落問題に関す
る研修」を実施した。

・みづまろキッズプランにおいて、幼
児期対象の「アプローチカリキュラ
ム」の実施及び小学校対象の「ス
タートカリキュラム（案）」の試行を進
めるとともに、２つのカリキュラムを繋
いだ「みづまろキッズカリキュラム」を
作成した。
・小学校専科（英語、算数、理科）教
員や小中連携教員等の加配を活用
し、子どもたちの確かな学力を保証
する取組を実施した。

・島本町人権教育研究協議会と連携
しながら様々な人権課題に正対した
取組を実施し、教職員の人権感覚を
高め、指導力、実践力の向上につな
げた。

・島本町人権教育研究協議会と連携し
ながら、様々な人権課題に対する取組
を実施し、教職員の人権感覚、指導
力、実践力の向上に努めた。

・教職員の人権感覚を高め、指導力、
実践力の向上を図るためには、学び続
けることが必要不可欠であり、様々な人
権課題に対しての取組を、引き続き島
本町人権教育研究協議会と連携しなが
ら進めていく。

・児童・生徒が主体的に取組
む協働的な学習や、「読むこ
と」「書くこと」等の言語活動を
重視し、主体的・対話的で深
い学びの授業づくりを全教科
において推進した。

・幼児期の遊びや生活を通して学ん
できた力を小学校教育で十分に発揮
できるように、幼児教育・保育と小学
校教育をつなぎ、子どもたちの「生き
る力」を育成することを目的に、幼児
期対象のアプローチカリキュラム（案）
を作成した。

・みづまろキッズプランにおいて、
幼児期から一貫した学びの基盤
づくりを推進し、幼児期対象の「ア
プローチカリキュラム」と小学校対
象の「スタートカリキュラム（案）」を
作成した。
・小学校専科教員や小中連携教
員等の加配を活用し、子どもたち
の確かな学力を保証する取組を
実施した。
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基本目標3　安全・安心で誰もが活躍できる、持続可能なまちづくり

157 -58 -125 193 736 －

81.2 81.3 81.1 81.3 81.1 －

85.1 85.5 85.6 86.1 85.6 －

安全・安心で魅力あるまちづくり

R2 R3 R4 R5 R6 R7

52.7
（R2.4）

52.1 54.0 51.2 51.2 50.4 －
55％
以上

評価

82.4
（R2.4）

88.9 88.9 88.9 90.6 92.2 －
90％
以上

評価

113
（R1)

81 67 91 118 120 －
90件
以下

評価

12.1
（R2.4)

12.1 12.1 12.1 13.0 13.0 －
12.6ha
以上

評価

①防災・減災・強靭化

社会増減数 平成27年度～令和元年度：＋1,009人

平成30年：男性　81.2歳

令和2～7年：＋600人　以上

数値目標 基準値 目標値 R2実績値 R3実績値 R4実績値

平成30年：女性　85.1歳
令和7年：基準値　以上

土砂災害・風水害・浸水対策の推進

地域防災力の強化（自主防災組織の育
成、避難行動要支援者への支援など）

R5実績値 R6実績値 R7実績値

健康寿命

施策方向3－1

重要業績評価指標（KPI）
基準値
（年度）

自主防災組織の加入率

実績

新庁舎については庁舎棟建設が完了したため、その他の未耐震施設に係る対応を検討する。

犯罪の発生件数は昨年と大きな変化はなかった。

更なる公園面積の拡充に向けて、引き続き課題検討していく。

KPIの
目標値

町有建築物の耐震化率

刑法犯罪の発生件数

具体的な施策

公園面積

災害時の情報収集・発信体制の充実
（ＳＮＳやドローン等の活用、情報発信
媒体の多様化など）

KPI変動の評価・課題

・災害時の情報収集に防災アプリの普
及、ＳＮＳによる情報発信を進める。

・自主防災会の活動補助を行う。
・要配慮者施設避難確保計画の策定
及び訓練実施の推進を行う。

町への転入により世帯数が増加するなか、新しい住宅地において開発時点では自主防災会は組織されていない等の事情により、加
入率が低下した。
そのため、広報等を通じ、自主防災会への加入結成の呼びかけの取組みを行う。

・自主防災会の活動補助を20団体
行った。
・避難行動要支援者個別避難計
画のモデルケースとして１例作成
した。

・自主防災会の活動補助を23団体
行った。
・避難行動要支援者個別避難計画の
モデルケースとして５例作成した。

・自主防災会の活動補助を23団体行っ
た。
・避難行動要支援者個別避難計画を事
業所に委託し３０件作成した。

・島本町広報に住宅移転・補
強補助制度の記事を掲載し、
住民に広く周知した。
・島本町域における雨量・水位
を随時集計し、町ＨＰにて公表
した。
・五反田雨水幹線の整備を
行った。また、除塵機を設置し
た。
・山崎雨水幹線（第1期）の整
備を行った。

・島本町広報誌に住宅移転・補強補
助制度の記事を掲載し、住民に広く周
知した。
・島本町域における雨量・水位を随時
集計し、町ＨＰにて公表した。
・適切な災害対応ができるよう、老朽
化の進んでいた土砂災害情報相互通
報システムをクラウド化へ更新した。
・山崎雨水幹線の整備を実施した。

・島本町広報誌に住宅移転・補強
補助制度の記事を掲載し、住民に
広く周知した。
・島本町域における雨量・水位を
随時集計し、町ＨＰにて公表した。
・排水管の設置等雨水対策工事を
実施し、浸水被害の軽減を図っ
た。
・山崎雨水幹線の整備を実施し
た。

・島本町広報誌に住宅移転・補強補
助制度の記事を掲載し、住民に広く周
知した。
・島本町域における雨量・水位を随時
集計し、町ＨＰにて公表した。
・浸水被害の軽減を目的として、町管
理水路及び冠水が頻発している箇所
に監視カメラを設置した。
・町道高浜桜井幹線において、横断
歩道の浸水対策として、新たに雨水
桝を設置した。
・山崎雨水幹線の整備を実施した。

・島本町広報誌に住宅移転・補強補助
制度の記事を掲載し、住民に広く周知
した。
・島本町域における雨量・水位を随時
集計し、町ＨＰにて公表した。
・浸水被害の軽減を目的として、町道
桜井27号線において、新たに排水ポン
プを設置した。
・山崎雨水幹線の整備を実施した。

今後の事業予定・取組方針

・引き続き、雨量・水位の情報を公表す
るほか、管渠の増設や側溝の改修等
対策工事等を実施して浸水被害の軽
減を図る。
・水路の改修工事を実施し、雨水を適
切に流水させ、浸水対策をおこなう。
・山崎雨水幹線の整備を完了する。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

・災害情報ツイッター、ラインな
どを活用して災害時や通信訓
練時の情報を配信している。

・ＨＰ上で「ハザードマップの見方」の
啓発動画を公開し、対面での防災講
座の代替策を講じた。

・災害時の情報収集、ＳＮＳにより
避難所開設情報等の情報発信を
行った。

・災害時の情報収集、ＳＮＳにより避
難所開設情報等の情報発信を行っ
た。

・災害による配備は無かったが、広報
による災害への備えやHPによる防災
訓練等の情報発信を行った。

・令和元年度に3団体が活動を
開始し、これらの団体には、機
材購入のための補助金を交付
した。
・保育所、障害者施設、介護施
設等の要配慮者施設を対象に
避難確保計画の策定指導を行
い、対象の全施設で策定し
た。

・自主防災会の活動補助を23団体
行った。
・自主防災会1団体のコミュニティタイ
ムライン作成支援を行った。



R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 今後の事業予定・取組方針具体的な施策

災害被害の復旧（風倒木被害の復旧促
進など）

新庁舎整備事業の推進（耐震性能の確
保、災害対策本部機能の充実など）

国土強靭化（国土強靭化地域計画の策
定、同計画に基づく施策の推進など）

耐震化の推進（公共施設の耐震化、民
間住宅の耐震補助など）

・森林整備実施計画に基づき、桜井地
区の森林整備を行う。

引き続き工事を進め、令和８年５月しゅ
ん工を目指す。

・広場棟の建設等、引き続き新庁舎整
備事業（令和2～8年度実施予定）を推
進するほか、その他の未耐震施設につ
いても、耐震改修又は建替、他の施設
への移転・集約等に向けた検討を進め
る。
・既存木造住宅に対する耐震診断・設
計・改修・除却補助や危険なブロック塀
等の撤去補助を行う。また、制度の周
知を目的に昨年度に引き続き大沢地
区等を中心に戸別訪問でチラシの配布
を行うとともに、自治会回覧とパネル展
示を行う。
（予算：12,382千円）

・パブリックコメントや地域防災
会議への意見照会の結果を踏
まえ、令和3年3月に国土強靭
化地域計画を策定した。

・国土強靭化地域計画における各課
の進捗・実績管理を行った。

「島本町国土強靭化地域計画」に
係る事業実施箇所等を具体的に
明記する個別事業一覧を作成し
た。

「島本町国土強靭化地域計画」に係る
事業実施箇所等を具体的に明記する
個別事業一覧を作成した。

・「島本町国土強靭化地域計画」に係る
事業実施箇所等を具体的に明記する
個別事業一覧を作成した。

・「島本町国土強靭化地域計画」の計
画期間が令和７年度までであるため、
新たな計画の策定を進める。

・大沢、尺代地域における大阪府
の保安林整備事業等により整備
を進めた。

・大沢、尺代地域における大阪府の
保安林整備事業等により整備を進め
た。

・大沢地域における大阪府の保安林整
備事業等により整備を進めた。
・広瀬地区における水流を塞ぐ風倒木
処理を行った。
・桜井地区における風倒木の現地調査
等、整備を行うための事前準備を行っ
た。

・新庁舎建設に向け、島本町
新庁舎建設基本・実施設計等
業務委託契約を締結した。

・新庁舎建設に向け、島本町新庁舎
建設基本・実施設計等業務を令和4年
度に掛けて実施し、島本町新庁舎建
設 基本設計書を完成させた。

・新庁舎建設に向け、島本町新庁
舎建設基本・実施設計等業務が
完了し、工事の入札を進めた。

新庁舎建設工事に着手し、令和７年５
月新庁舎棟の供用開始、令和８年５
月しゅん工を目指す。

引き続き工事を進め、令和７年５月新
庁舎棟の供用開始、令和８年５月しゅ
ん工を目指した。

・第四保育所の移転新築、第
三小学校のＡ棟の建替工事を
行った。
・令和2年度は公共施設総合
管理計画の中間年にあたるこ
とから、これまでの取組と今後
の課題をとりまとめ令和3年3
月に公表した。
・既存木造住宅に対する耐震
診断・設計・改修・除却補助や
危険なブロック塀等の撤去補
助を行った。また、制度の周知
を目的に東大寺地区を中心に
戸別訪問でチラシの配布を
行った。
耐震診断補助：7件
耐震設計補助：1件
耐震改修補助：2件
除却補助：8件
ブロック塀等撤去：12件

・公共施設総合管理計画の策定から
一定期間が経過し、施設の保有状況
や個別施設計画の策定状況などに変
化が生じていたことから、改訂し令和4
年3月に公表した。
・新庁舎整備事業（令和2～7年度予
定）について、基本設計書を作成し、
実施設計に着手した。
・既存木造住宅に対する耐震診断・設
計・改修・除却補助や危険なブロック
塀等の撤去補助を行った。また、制度
の周知を目的に桜井・桜井台・若山台
地区を中心に戸別訪問でチラシの配
布を行った。
耐震診断補助：10件
耐震設計補助：1件
耐震改修補助：3件
除却補助：1件
ブロック塀等撤去：9件

・新庁舎整備事業（令和2～7年度
予定）について、実施設計を行っ
た。
・既存木造住宅に対する耐震診
断・設計・改修・除却補助や危険
なブロック塀等の撤去補助を行っ
た。また、制度の周知を目的に水
無瀬地区を中心に戸別訪問でチ
ラシの配布を行った。
耐震診断補助：4件
耐震設計補助：0件
耐震改修補助：2件
除却補助：2件
ブロック塀等撤去：6件

・新庁舎整備事業（令和2～8年度予
定）について、工事に着手したほか、
教育センターについてはふれあいセ
ンターに移転した。
・既存木造住宅に対する耐震診断・設
計・改修・除却補助や危険なブロック
塀等の撤去補助を行った。また、制度
の周知を目的に広瀬地区を中心に戸
別訪問でチラシの配布を行った。
耐震診断補助：5件
耐震設計補助：0件
耐震改修補助：1件
除却補助：3件
ブロック塀等撤去：5件

・新庁舎整備事業（令和2～8年度予
定）について、令和７年２月に新庁舎棟
が完成し、３月に住民向けに内覧会を
開催した。
・既存木造住宅に対する耐震診断・設
計・改修・除却補助や危険なブロック塀
等の撤去補助を行った。また、制度の
周知を目的に広瀬地区を中心に戸別
訪問でチラシの配布を行った。
耐震診断補助：4件
耐震設計補助：0件
耐震改修補助：1件
除却補助：1件
ブロック塀等撤去：9件

大沢、尺代地域における大阪
府の保安林整備事業等により
整備を進めた。
（尺代地区）　風倒木処理
0.56ha／間伐　1.23ha
（尺代地区）　風倒木処理
3.13ha／本数調整伐　1.96ha
（大沢地区）　風倒木処理
5.90ha／本数調整伐　1.88ha

・大沢、尺代地域における大阪府の保
安林整備事業等により整備を進め
た。
（尺代地区）　風倒木処理　0.63ha
（大沢地区）　風倒木処理　9.28ha／
植　　　栽　2.0ha

13
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②感染症対策

③防犯・交通安全

犯罪が起こりにくい環境整備（防犯灯の
ＬＥＤ化、防犯カメラの設置支援など）

防犯活動の推進（見守り、啓発、防犯情
報の共有など）

具体的な施策

コロナ禍を契機とした新たな取組の推
進（オンラインによる会議・申請手続、講
座等の動画配信、ＲＰＡの活用検討な
ど）

交通ルール・マナーの周知（教室・講習
会など）

安全な道路環境づくり（通学路等の危険
個所点検、交通安全施設の整備など）

具体的な施策

感染症の流行に備えた体制整備

・小学校などの要望に基づき、
通学路の安全を確保するため
通学路交通安全プログラム対
策工事を実施した。

・各小学校PTAからの要望に基づき、
通学路の安全を確保するため通学路
交通安全プログラム対策工事を実施
した。

・各小学校PTAからの要望に基づ
き、通学路の安全を確保するため
通学路交通安全プログラム対策
工事を実施した。

・各小学校PTAからの要望に基づき、
通学路の安全を確保するため通学路
交通安全プログラム対策工事を実施
した。

・各小学校PTAからの要望に基づき、
通学路の安全を確保するため通学路
交通安全プログラム対策工事を実施し
た。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

今後の事業予定・取組方針

・平成26年3月に策定した「新
型インフルエンザ等対策行動
計画」に基づき、対策本部会
議の開催等、新型コロナウイ
ルス感染症対応を行った。
・新型コロナウイルス感染症の
感染拡大に部局横断的に対
応するため、令和3年3月から
「新型コロナワクチン接種推進
チーム」を設置した。

・平成26年3月に策定した「新型インフ
ルエンザ等対策行動計画」に基づき、
対策本部会議の開催等、新型コロナ
ウイルス感染症対応を行った。
・「新型コロナワクチン接種推進チー
ム」を中心に、新型コロナウイルス感
染症の感染拡大に部局横断的に対応
した（令和4年4月の組織改編に伴い
チームは解散）。

・新型コロナウイルス対策本部会
議を４回開催した。
・新型コロナウイルス感染症対策
として、引き続き周知啓発及び受
診先の相談等に対応するととも
に、関係機関と連携のもと、ワクチ
ン接種を推進した。

・新型コロナウイルス感染症対策とし
て、引き続き周知啓発及び受診先の
相談等に対応するとともに、関係機関
と連携のもと、ワクチン接種を推進し
た。新型コロナワクチン臨時接種は令
和６年３月３１日で終了した。

・引き続き感染症の周知啓発等を実施
するとともに、関係機関と連携のもと、
令和６年１０月１日～１２月３１日の間
新型コロナワクチン定期予防接種を実
施した。

・引き続き感染症の周知啓発等を実施
するとともに、関係機関と連携のもと、
令和７年度についても新型コロナワク
チン定期予防接種を実施予定。

スマイルセミナー（男女共同参
画講座）を動画配信と講演会
形式で開催した。
・無線マイクセットやスピーカー
等を購入し、マイクの持ち回り
による飛沫感染防止を図っ
た。
・委員の要望に応じてオンライ
ンで会議に参加できるよう、環
境の整備を進めた。

・ＡＩ－ＯＣＲツールやＢＰＲツールの実
証実験を実施し、効果検証したが、予
算化には至らなかった。
・オンライン申請フォームを導入して、
一部の行政手続のオンラインでの対
応を実施した（決算額：470,800円）。
・ふれあいセンターの予約受付システ
ムについて、オンラインで仮予約でき
るシステムへと更新した。
・非接触・非対面手続きで町税の納付
ができるスマートフォンアプリによる電
子決済を導入した。

・行政手続のオンライン化を推進
するため、「島本町情報通信技術
を活用した行政の推進に関する条
例」を制定した。（R5.4.1施行）
・マイナンバーカードを利用して、
オンラインで転出届・転入予約等
ができるサービスを開始した。
（R5.2）
・ふれあいセンターの予約受付シ
ステムについて、オンラインで仮予
約できるシステムを運用した。
・地方税統一ＱＲコードを用いた電
子決済の導入に向けたシステム
改修に取り組んだ。R5年度の軽自
動車税（種別割）、固定資産税・都
市計画税より運用を開始すること
となった。

・国のデジタル田園都市国家構想推
進交付金を活用して、３つの事業に取
り組んだ。
①人権文化センターの貸室予約シス
テムの構築
②デジタルデータによる森林整備計
画書の作成とオープンデータ化
③統合型校務支援システムの構築
（決算額：総額41,756円）

・狂犬病予防注射済票の交付申請、
大型ごみの収集申込みなど、手数料
等の決済が必要な手続についてオン
ライン化を推進した。
・その他、行政手続のオンライン化を
推進した。
・R6年度に地方税統一ＱＲコードを用
いた電子決済を個人住民税、法人町
民税にも拡大運用できるようシステム
改修を実施した。
・引き続き、ふれあいセンターの予約
受付システムについて、オンラインで
仮予約できるシステムを運用した。

・国のデジタル田園都市国家構想推進
交付金を活用して、２つの事業に取り
組んだ。
①統合型・公開型GIS導入事業（決算：
38,652千円）
②行政サービススマート化事業（証明
書のコンビニ交付サービス、セミセルフ
レジ及びキャッシュレスサービス）（決
算：23,001千円）
・行政手続のオンライン化を推進した。
・業務の効率化を推進するため、ＡＩ－
ＯＣＲや生成ＡＩなどのＡＩツールやＲＰＡ
を導入した。
・引き続き、ふれあいセンターの予約受
付システムについて、オンラインで仮予
約できるシステムを運用した。

・継続してこれまで導入した行政手続
のオンライン申請サービスやコンビニ交
付サービス、ＧＩＳによる情報の発信を
推進する。
・官民データ活用推進基本法等に基づ
き、島本町が保有している情報のオー
プンデータに取り組む。
・引き続き、ふれあいセンターの予約受
付システムについて、オンラインで仮予
約できるシステムを運用する。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

今後の事業予定・取組方針

・コロナ禍により、多くの行事
が中止となった。登録者への
「あんまちメール」の送信、通
学時間の見守り放送などを実
施した。

・新型コロナウイルス拡大により、街
頭啓発は中止としたが、歳末警戒パト
ロールを一部行った。

・街頭啓発や、夏まつりパトロー
ル、歳末夜間パトロールなどを実
施した。

・街頭啓発や、夏まつりパトロール、
歳末夜間パトロールなどを実施した。

・街頭啓発や、夏祭りパトロール、歳末
夜警訪問などを実施した。

・街頭啓発や、夏祭りパトロール、歳末
夜警訪問などを実施する。

・ＬＥＤ化率は27.3％から30.7％
に向上した。防犯カメラ設置に
対する自治会への補助を1自
治会3台分行った。

・防犯灯のＬＥＤ化や、照度が不足す
る場所への防犯灯新設を行った。
・自治会への防犯カメラの設置補助を
1団体行った。

・防犯灯のＬＥＤ化や、照度が不足
する場所への防犯灯新設を行っ
た。
・自治会への防犯カメラの設置補
助を２団体行った。

・防犯灯のＬＥＤ化や、照度が不足す
る場所への防犯灯新設を行った。
・自治会への防犯カメラの設置補助を
１団体行った。

・防犯灯のＬＥＤ化や、照度が不足する
場所への防犯灯新設を行った。
・自治会への防犯カメラの設置補助を１
団体行った。

・防犯灯のＬＥＤ化や、照度が不足する
場所への防犯灯新設、防犯カメラの設
置補助を行う。

・通学路交通安全プログラム対策工事
を実施する。（予算：7,900千円）

・町立小・中学校において自転
車の正しい乗り方や点検の要
領、歩行上の注意点やルール
について、高槻警察署によるリ
モートでの講話を行った。ま
た、未就学児を対象に交通安
全啓発DVDの貸出を行った。

・町立小・中学校において自転車の正
しい乗り方や点検の要領、歩行上の
注意点やルールについて、高槻警察
署によるリモートでの講話を行った。
また、未就学児を対象に交通安全啓
発DVDの貸出を行った。

・町立小・中学校生を対象に自転
車の正しい乗り方や点検の要領、
未就学児を対象に歩行訓練の実
施等、高槻警察署による講話を
行った。（小・中学生はリモートで
の実施）

・町立小・中学校生を対象に自転車の
正しい乗り方や点検の要領、未就学
児を対象に歩行訓練の実施等、高槻
警察署による講話を行った。（小・中
学生はリモートでの実施）

・町立小・中学校生を対象に自転車の
正しい乗り方や点検の要領、未就学児
を対象に歩行訓練の実施等、高槻警
察署による講話を行った。

・引き続き、交通安全啓発を行い交通
ルール・マナーの周知に努める。



④環境・都市機能

景観形成・緑化の推進（景観計画の策
定、同計画に基づく取組の推進）

環境負荷の軽減（再生可能エネルギー
の活用など）

自然環境の保全と活用（地下水保全、
森林保全、里山活用の検討など）

環境学習の推進（環境イベント・講座の
開催など）

具体的な施策

・森林整備実施計画に基づき、広瀬地
区の森林整備を行い、桜井地区の森
林整備に向けた現地調査を行った
・大阪府や企業、森林ボランティアとの
連携により、森林整備を推進した。
・大山崎町・島本町合同で森林ボラン
ティア養成講座を実施した。
・地下水利用対策協議会を通じ、地下
水利用の適正化に努めた。

・森林整備実施計画に基づき、桜井地
区の森林整備を行う。
・大阪府や企業、森林ボランティアとの
連携により、森林整備を推進する。
・大山崎町・島本町合同で森林ボラン
ティア養成講座を実施する。
・引き続き、地下水利用対策協議会を
通じ、地下水利用の適正化に努める。

・ワクワク！しまもと環境学校につ
いては、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、事前申込制
にて人数を制限し実施した。
・COOL CHOICE普及啓発事業に
ついては、ハンドブックの作成・配
布のみを実施した。
・引き続き、しまもと環境・未来ネッ
トを支援する。

・ワクワク！しまもと環境学校につい
ては、新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、事前申込制にて人数
を制限し実施した。
・デコ活の普及啓発事業については、
ハンドブックの作成・配布のみを実施
した。
・引き続き、しまもと環境・未来ネットを
支援した。

・ワクワク！しまもと環境学校を実施し
た。
・デコ活の普及啓発事業について、ハ
ンドブックの作成・配布を行うとともに、
農林業祭等のイベントにおいてフードド
ライブを実施した。
・しまもと環境・未来ネットを支援した。
・しまもとふれあいフェスタにて試行的
にしまもと環境まつりを実施した。

・引き続き、太陽光発電を実施した。
・地球温暖化対策の一環として非化石
証書を購入した。
・島本町地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）に基づき、再生可能エネル
ギーの導入等について検討した。
・大阪府が実施する太陽光パネル蓄電
池共同購入支援事業に協力し、住民に
対し広報活動を行った。
・ペットボトルの水平リサイクルに取り
組んだ。

・開発指導要綱に基づき、建物を計画
する際には、島本町景観条例など関係
法令等を遵守し、周辺と調和した景観
づくりに努めるよう事業者と協議を行っ
た。（実績：13件）
・景観アドバイザー会議を開催し、良好
な景観の保全・形成を図るべく景観行
政事務を行った。（実績：2件）

・引き続き、周辺と調和した景観づくり
に向けて、事業者と協議を行う。
・協議内容に応じて景観アドバイザー
会議を開催し、良好な景観の保全・形
成を図るべく景観行政事務を行う。
（予算：454千円）

・太陽光発電を実施するため、新庁舎
建設工事において太陽光発電設備を
整備する。
・引き続き、地球温暖化対策の一環とし
て非化石証書を購入する。
・引き続き、島本町地球温暖化対策実
行計画（区域施策編）に基づき、再生
可能エネルギーの導入等について検
討する。
・大阪府が実施する太陽光パネル蓄電
池共同購入支援事業に協力し、住民に
対し広報活動を行う。
・引き続き、ペットボトルの水平リサイク
ルに取り組む。

・ワクワク！しまもと環境学校を実施す
る（55千円）。
・デコ活の普及啓発事業について、ハ
ンドブックの作成・配布を行うとともに、
農林業祭等のイベントにおいてフードド
ライブを実施する（57千円）。
・引き続き、しまもと環境・未来ネットを
支援する（400千円）。
・しまもとふれあいフェスタにて、しまも
と環境まつりを実施する。

・企業と連携して「サントリー天
然水の森おおさか島本」協定
締結地の森林整備に努めた。
森林ボランティアと連携して十
方山ハイキングコースの森林
整備に努めた。
・地下水利用対策協議会を通
じ、地下水利用の適正化に努
めた。

・企業と連携して「サントリー天然水の
森おおさか島本」協定締結地の森林
整備に努めた。
・森林ボランティアと連携して健全な森
林などの維持管理作業を実施した。
・境界混迷により整備に支障が生じて
いる大沢地内の旧町立キャンプ場と
山崎地区山間部の境界確定業務を実
施した。
・地下水利用対策協議会を通じ、地下
水利用の適正化に努めた。

・企業と連携して「サントリー天然
水の森おおさか島本」協定締結地
の森林整備に努めた。
・森林ボランティアと連携して健全
な森林などの維持管理作業を実
施した。
・境界混迷により整備に支障が生
じている山崎地区山間部の境界
確定業務を実施した。
・地下水利用対策協議会を通じ、
地下水利用の適正化に努めた。

・サントリー山崎蒸溜所100周年を記
念した、天然水の森事業協定地にお
ける植樹イベントを実施した。
・大阪府や企業、森林ボランティアと
の連携により、森林整備を推進した。
・大山崎町・島本町合同で森林ボラン
ティア養成講座を実施した。
・地下水利用対策協議会を通じ、地下
水利用の適正化に努めた。

・各市町村の取組事例を検証
した。
・平成24年度から太陽光発電
を実施しており、令和2年度の
発電量は約8,735kwhであっ
た。
・大阪府が実施する、太陽光
パネル蓄電池共同購入支援
事業に協力し、住民に対し広
報活動を行った。

・再生可能エネルギーの導入に向け
て、導入意向のある5市町とホストとな
る大阪府で共同調達に向けた検討会
議を行った。
・平成24年度から太陽光発電を実施し
ており、令和3年度の発電量は約
9,139kwhであった。
・大阪府が実施する、太陽光パネル蓄
電池共同購入支援事業に協力し、住
民に対し広報活動を行った。
・マイボトルの持参を促進することによ
るペットボトル使用量の削減のため、
給水器を町有施設に設置した。

・再生可能エネルギーの共同調達
に向けて前年度に続き検討を進
めてきたが、①世界的な燃料価格
高騰による調達価格の高騰、②小
売電気事業者の事業撤退・新規
契約停止等により、現時点で共同
調達開始が厳しいとの判断となっ
た。
・平成24年度から太陽光発電を実
施しており、令和4年度の発電量
は約17,284kwhであった。
・島本町地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）を策定した。
・大阪府が実施する、太陽光パネ
ル蓄電池共同購入支援事業に協
力し、住民に対し広報活動を行っ
た。

・島本町地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）に基づき、再生可能エ
ネルギーの導入等について検討し
た。
・大阪府が実施する、太陽光パネル
蓄電池共同購入支援事業に協力し、
住民に対し広報活動を行った。
・企業と協定を結び、ペットボトルの水
平リサイクルに取り組んだ。
・引き続き、太陽光発電を実施した。

・開発指導要綱に基づき、建
物を計画する際には、大阪府
景観条例など関係法令等を遵
守し、周辺と調和した景観づく
りに努めるよう事業者と協議を
行うとともに、本町景観計画策
定に向け、委託業者の選定を
行った。（実績17件）

・開発指導要綱に基づき、建物を計画
する際には、大阪府景観条例など関
係法令等を遵守し、周辺と調和した景
観づくりに努めるよう事業者と協議を
行った。（実績：10件）
・景観行政団体への移行をめざし、景
観計画策定のため、３種類のアンケー
ト調査を実施した。また、景観計画策
定委員会委員を委嘱し、勉強会、第１
回景観計画策定委員会を開催した。

・開発指導要綱に基づき、建物を
計画する際には、大阪府景観条
例など関係法令等を遵守し、周辺
と調和した景観づくりに努めるよう
事業者と協議を行った。（実績：19
件）
・景観計画（素案）についてパブ
リックコメントを実施した。また、景
観計画策定委員会を開催するな
ど、令和５年度内に景観行政団体
への移行をめざし、事務を進め
た。

・開発指導要綱に基づき、建物を計画
する際には、島本町景観条例など関
係法令等を遵守し、周辺と調和した景
観づくりに努めるよう事業者と協議を
行った。（実績：26件）
・令和５年６月に景観行政団体へ移行
し、令和５年１０月に景観計画を策
定、運用を開始した。

・ワクワク！しまもと環境学校
及びCOOL CHOICE普及啓発
事業を実施予定であったが、
新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、イベント等を中
止した。
・環境関連講座を実施している
しまもと環境・未来ネットを支
援した。

・ワクワク！しまもと環境学校につい
ては、新型コロナウイルス感染症拡大
のため中止した。COOL CHOICE普及
啓発事業については、感染拡大に留
意したうえで小学校の出前授業を実
施した。
・しまもと環境・未来ネットを支援した。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 今後の事業予定・取組方針
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・まちのバリアフリー化に向けた取組
の推進に努めた。また、バリアフリー
継続協議会を対面にて開催した。
・狭隘な道路であることや、起伏や横
断的に急勾配の箇所がある町道水無
瀬青葉２号幹線について、舗装補修
の前段階として橋梁の老朽化対策工
事を実施した。
・町管理トイレにおいて、和式便器を
一部洋式便器への改修へ改修した。

・まちのバリアフリー化に向けた取
組の推進に努めた。また、バリア
フリー基本構想継続協議会を書面
にて開催した。
・町道水無瀬青葉２号幹線におい
て路面の起伏や横断的な急勾配
を解消及び舗装の補修を実施。
・起伏や横断的に急勾配の箇所
がある町道水無瀬青葉１号幹線
において、交通に支障をきたさな
い道路とするため工事の実施設
計を実施。

・まちのバリアフリー化に向けた取組
の推進に努めた。また、バリアフリー
基本構想継続協議会を開催した。
・町道水無瀬青葉１号幹線において、
起伏や横断的に急勾配を改修し、交
通に支障をきたさない道路への改良
工事を実施。
・町道水無瀬山崎幹線において、歩
行者が安全に通行できるよう歩道の
凹凸部分の補修工事を実施。

・町道水無瀬青葉１号幹線において、
起伏や横断的に急勾配を改修し、交通
に支障をきたさない道路への改良工事
を実施した。
・まちのバリアフリー化に向けた取組の
推進に努めた。また、バリアフリー基本
構想継続協議会を書面にて開催した。

・町道水無瀬青葉１号幹線において、
起伏や横断的に急勾配を改修し、交通
に支障をきたさない道路への改良を行
う。（予算：39,600千円）
・引き続き、バリアフリー基本構想継続
協議会の開催等を通じ、まちのバリア
フリー化に向けた取組の推進を行う。
（予算：146千円）

・破損した公園遊具等の補修を実施す
る。
・「島本町公園施設長寿命化計画」に
基づき、計画的に長寿命化に向けた公
園の遊具更新工事を実施する。（予算：
30,000千円）

誰もが外出しやすい交通環境づくり（高
齢者や障害者等の外出支援など）

歩行者や自転車にやさしい道路環境づ
くり

空家の適正管理・利活用の促進（「空き
家等対策計画」に基づく取組の推進）

具体的な施策 R2実績

・福祉ふれあいバス
　年間：18,360人　1日平均：76
人
・移送サービス
　実利用者数：158人

・まちのバリアフリー化に向け
た取組の推進に努めた。ま
た、バリアフリー継続協議会を
書面にて開催した。
・町道水無瀬鶴ヶ池4号線及び
町道東大寺水無瀬鶴ヶ池幹線
において歩道の拡幅工事を実
施した。
・高浜1号線において、既存の
水路上を活用し、歩道の新設
工事を実施した。

まちのバリアフリー化（公共施設・住宅
のバリアフリー化など）

公園機能の充実（魅力ある公園整備、
遊具の更新・撤去など）

今後の事業予定・取組方針

・適切な管理が行われていな
い空家等の保有者に対し、通
知を行った。（実績17件）
・空家の流通を促進するため、
全日本不動産協会大阪府本
部と協定を締結し、不動産事
業者紹介制度を創設した。
（活用数：0件）

・適切な管理が行われていない空家
等の保有者に対し、通知を行った。
（実績12件）
・不動産事業者紹介制度を活用して、
空家の流通促進に努めた。
（活用数：0件）

・適切な管理が行われていない空
家等の保有者に対し、通知を行っ
た。（実績：2件）
・不動産事業者紹介制度を活用し
て、空家の流通促進に努めた。
（活用数：0件）

・不動産事業者紹介制度を活用して、
空家の流通促進に努めた。
（活用数：0件）
・適切な管理が行われていない空家
等の保有者に対し、通知を行った。
（実績：11件）

・不動産事業者紹介制度を活用して、
空家の流通促進に努めた。（活用数：0
件）
・適切な管理が行われていない空家等
の保有者に対し、通知を行った。（実
績：13件）

・引き続き、不動産事業者紹介制度を
活用して、空家の流通促進に努める。
・引き続き、適切な管理が行われてい
ない空家等の保有者に対し、通知を行
う。（予算：114千円）

・町道水無瀬鶴ヶ池4号線及び
町道東大寺水無瀬鶴ヶ池幹線
において歩道の拡幅工事を実
施した。
・高浜1号線において、既存の
水路上を活用し、歩道の新設
工事を実施した。

・自転車歩行者道となる町道百山１２
号線新設工事を実施した。
・狭隘な道路であることや、起伏や横
断的に急勾配の箇所がある町道水無
瀬青葉２号幹線について、舗装補修
の前段階として橋梁の老朽化対策工
事を実施した。

・町道水無瀬青葉２号幹線におい
て路面の起伏や横断的な急勾配
を解消及び舗装の補修を実施。
・町道百山１２号線において、道路
の拡幅や歩行空間の整備等道路
の改良工事を実施。
・歩行者の更なる安全性の確保を
目的として、町道広瀬桜井幹線に
おいて歩道の拡幅を実施。
・起伏や横断的に急勾配の箇所
がある町道水無瀬青葉１号幹線
において、交通に支障をきたさな
い道路とするため工事の実施設
計を実施。

・町道水無瀬青葉１号幹線において、
起伏や横断的に急勾配を改修し、交
通に支障をきたさない道路への改良
工事を実施。
・町道水無瀬山崎幹線において、歩
行者が安全に通行できるよう歩道の
凹凸部分の補修工事を実施。

・町道水無瀬青葉１号幹線において、
起伏や横断的に急勾配を改修し、交通
に支障をきたさない道路への改良工事
を実施した。

R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

・高齢者や障害者の外出を支援するた
めに福祉ふれあいバス及び移送サー
ビスを継続する。

・町道水無瀬青葉１号幹線において、
起伏や横断的に急勾配を改修し、交通
に支障をきたさない道路への改良を行
う。（予算：39,600千円）

・福祉ふれあいバス
　年間：20,493人　1日平均：71人
・移送サービス
　実利用者数：196人

・福祉ふれあいバス
　年間：23,028人　1日平均：88人
※新型コロナワクチン接種に伴う
土日臨時運行分も含む。
・移送サービス
　実利用者数：209人

・福祉ふれあいバス
　年間：24,833人　1日平均：99人
※新型コロナワクチン接種に伴う土日
臨時運行分も含む。
・移送サービス
　実利用者数：218人

・福祉ふれあいバス
　年間：28,355人　1日平均：116人
※選挙等に伴う土曜日臨時運行分も
含む。
・移送サービス
　実利用者数：217人

・遊具等定期点検を実施する
とともに、パトロールや地元の
要望・苦情などに基づく現地確
認により、遊具、トイレ、ベンチ
等の補修を実施した。

・破損した公園遊具等の補修を実施し
た。
・利用者の多い広瀬公園において、老
朽化した既設遊具を撤去し、新たな複
合遊具を設置した。
・長寿命化計画策定に向け、島本町
公式ＬＩＮＥを用いて「公園に関するア
ンケート」を住民に向けて実施し、ニー
ズの把握に努めた。

・破損した公園遊具等の補修を実
施。
・水無瀬川緑地公園において、既
設の複合遊具の撤去を行い、新
たにユニバーサル複合遊具の設
置を行った。
・若山台公園、柳原公園に新たに
健康遊具の設置を行った。
・今後計画的に長寿命化に向けた
公園整備を行い、公園利用者の
安全を確保すべく「島本町公園施
設長寿命化計画」を策定した。

・破損した公園遊具等の補修を実施。
・「島本町公園施設長寿命化計画」に
基づき、計画的に長寿命化に向けた
公園の遊具更新工事を実施。

・破損した公園遊具等の補修を実施し
た。
・「島本町公園施設長寿命化計画」に
基づき、計画的に長寿命化に向けた公
園の遊具更新工事を実施した。



基本目標3　安全・安心で誰もが活躍できる、持続可能なまちづくり

健康で誰もが活躍できるまちづくり

R2 R3 R4 R5 R6 R7

65歳以上：
8.0％（R1)

－ － 5.7 6 6.3 －
65歳以上：
8.6％以上

75歳以上：
11.8％（R1）

－ － 8.2 8.4 8.8 －
75歳以上：
12.4%以上

小学校：
71.4％
（H31）

－ 66.7 76.2 77.3 73.7 －
小学校：

72.0%以上

中学校：
69.9％
（H31）

－ － 75.1 75.2 74.8 －
中学校：

72.0%以上

－ 4 7 10 13 15 － 20件以上 評価

①支え合い・生涯活躍

実績 KPIの
目標値

KPI変動の評価・課題

引き続き、地域課題の解決に向け、住民等が自主的かつ自発的に行う公益的活動に対し補助金を交付する。

健康づくりの推進（健康づくり活動の支
援、食育の推進など）

地域包括ケアの推進（認知症対策など）

相談支援体制の強化

地域の見守り・助け合い・支え合いの充
実

公募型補助による住民団体への支援件
数（延べ件数）

具体的な施策

外国の人と友達になったり、外国のこと
についてもっと知ったりしてみたいと思う
児童・生徒の割合

評価
町独自のアンケートから算出。中学校で昨年度より数値が下降したが、基準値は上回っている。引き続き英語や総合的な学習の時間
等で多文化共生の観点から取組を進める。

CSW　個別相談支援　301件
民生委員児童委員　相談件数
713件
母子父子自立相談支援員
100件

CSW　個別相談支援　246件
民生委員児童委員　相談件数　832件
母子父子自立相談支援員　76件

CSW　個別相談支援　216件
民生委員児童委員　相談件数
788件
母子父子自立相談支援員　77件

CSW　個別相談支援　223件
民生委員児童委員　相談件数　717
件
母子父子自立相談支援員　89件

CSW　個別相談支援　265件
民生委員児童委員　相談件数　745件
母子父子自立相談支援員　106件

・引き続き相談支援体制の充実に努め
る。

いきいき百歳体操の参加率 評価
参加者は前年度比で増えているが、コロナ禍以前と比較するとまだまだ少ないので、より一層参加者が増えるようにしていく必要があ
る。

施策方向3－2

重要業績評価指標（KPI）
基準値
（年度）

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

・民生委員児童委員、地区福
祉委員等との連携のもと、地
域の見守りを行った。
・小地域ネットワーク、CSWを
活用し、地域の課題を共有し、
助け合い・支え合いを行った。

・民生委員児童委員、地区福祉委員
等との連携のもと、地域の見守りを
行った。
・小地域ネットワーク、CSWを活用し、
地域の課題を共有し、助け合い・支え
合いを行った。

・民生委員児童委員、地区福祉委
員等との連携のもと、地域の見守
りを行った。
・小地域ネットワーク、CSWを活用
し、地域の課題を共有し、助け合
い・支え合いを行った。

・民生委員児童委員、地区福祉委員
等との連携のもと、地域の見守りを
行った。
・小地域ネットワーク、CSWを活用し、
地域の課題を共有し、助け合い・支え
合いを行った。

・民生委員児童委員、地区福祉委員等
との連携のもと、地域の見守りを行っ
た。
・小地域ネットワーク、CSWを活用し、
地域の課題を共有し、助け合い・支え
合いを行った。

今後の事業予定・取組方針

・引き続き、地域の見守り・助け合い・
支え合いの充実に努める。

・引き続き講座や教室の開催等、健康
づくりの推進に努める。
・令和7年10月からがん患者の方に対
し、アピアランスケア（外見ケア）として
ウィッグ等や胸部補整具の購入費を助
成し経済的負担の軽減を図り、がん治
療と就労・就学等の社会生活の両立を
支援する「がん患者のためのアピアラ
ンスケア支援事業」を実施予定。
・令和7年10月から骨髄等移植及びド
ナー登録の促進を図るため、骨髄バン
クを介してドナーになった住民やそのド
ナーへの特別休暇付与を行った町内
の雇用主に対して助成する「骨髄等移
植ドナー支援事業」を実施予定。

・地域包括ケアシステムの推進を図る
ために、いきいき百歳体操、認知症サ
ポーター養成講座、在宅医療・介護連
携推進研修会、地域ケア会議の取組
みを実施する。

・ウォーキング教室（参加者：
39人）
・広報誌やホームページ、SNS
を活用し、健康づくり、食育に
関する情報提供を行った。

・ウォーキング教室（参加者：45人）
・広報誌やホームページ、SNSを活用
し、健康づくり、食育に関する情報提
供を行った。

・ウォーキング教室（参加者：32
人）、医学講座（参加者：75人）、
歯科講座（参加者：51人）
・集団健診や新型コロナワクチン
集団接種会場で健康に関する啓
発動画を放映した。
・農林業祭会場に「すこやか健康
測定コーナー」を設置し、推定野
菜摂取量及び血管年齢の測定と
健康・食生活に関する情報提供を
行った。
・広報誌やホームページ、SNSを
活用し、健康づくり、食育に関する
情報提供を行った。

・ウォーキング教室（参加者：29人）、
医学講座（参加者：47人）、歯の健康
講座（参加者：47人）
・集団健診や新型コロナワクチン集団
接種会場で健康に関する啓発動画を
放映した。
・広報誌やホームページ、SNSを活用
し、健康づくり、食育に関する情報提
供を行った。

・ウォーキング教室（参加者：22人）、医
学講座（参加者：85人）、歯の健康講座
（参加者：28人）
・集団健診会場で健康に関する啓発動
画を放映した。
・広報誌やホームページ、SNSを活用
し、健康づくり、食育に関する情報提供
を行った。

・いきいき百歳体操（開催箇
所：44か所）
※新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため休止中の所あ
り
・認知症サポーター養成講座
（開催回数：4回　参加者：延べ
22人）
・在宅医療・介護連携推進研
修会：新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため未開催
・地域ケア会議の開催
（困難型：5回　延べ5事例
　自立支援型：18回　延べ34
事例）

・いきいき百歳体操（開催箇所：45か
所）
※新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため休止中の所あり
・認知症サポーター養成講座
（開催回数：5回　参加者：延べ38人）
・在宅医療・介護連携推進研修会：新
型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため未開催
・地域ケア会議の開催
（困難型：8回　延べ6事例
　自立支援型：23回　延べ45事例）

・いきいき百歳体操（開催箇所：45
か所）
※コロナ禍による休止中の所あり
・認知症サポーター養成講座
（開催回数：12回　参加者：延べ
684人）
・在宅医療・介護連携推進研修
会：新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため中止
・地域ケア会議の開催
（困難型：3回　延べ3事例
　自立支援型：23回　延べ42事
例）

・いきいき百歳体操（開催箇所：45か
所）
※コロナ禍による休止中の所あり
・認知症サポーター養成講座
（開催回数：14回　参加者：延べ689
人）
・在宅医療・介護連携推進研修会：人
生会議（ACP）講演会（開催日：
R5.11.30、参加者：146人）
・地域ケア会議の開催
（困難型：6回　延べ5事例
　自立支援型：24回　延べ46事例）

・いきいき百歳体操
（開催箇所：45か所）
・認知症サポーター養成講座
（開催回数：10回　参加者：延べ331人）
・オレンジパートナー養成講座（認知症
サポーターステップアップ講座）
（開催回数：1回　受講者：12人）
・研修会等
①若年性認知症講演会（R6.9.14開催）
②医療介護連携ワークショップ（R7.2.1
開催）
・地域ケア会議の開催
（困難型：3回　延べ3事例
　自立支援型：24回　延べ46事例）
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具体的な施策

読書活動の推進（図書館サービスの充
実、子どもの読書環境の充実など）

高齢者の社会参加・生きがいづくり（年
長者クラブへの支援など）

介護予防の推進（いきいき百歳体操な
ど）

生涯スポーツの推進（イベントや団体活
動への支援など）

・いきいき百歳体操（開催箇
所：44か所）
※新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため休止中の所あ
り

・いきいき百歳体操（開催箇所：45か
所）
※新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため休止中の所あり

・いきいき百歳体操（開催箇所：45
か所）
※コロナ禍による休止中の所あり

・いきいき百歳体操（開催箇所：45か
所、65歳以上体操参加者数：531人）
※コロナ禍による休止中の所あり

・いきいき百歳体操（開催箇所：45か
所、65歳以上体操参加者数：564人）

・年長者クラブの活動を支援
（単位クラブ数：24クラブ　会員
数：1,566人）
・「高齢者健康と生きがいづくり
推進事業」を実施。新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止のた
め中止のイベントもあったが、
グラウンドゴルフ大会、講演会
を実施した。

・年長者クラブの活動を支援
（単位クラブ数：23クラブ　会員数：
1,465人）
・「高齢者健康と生きがいづくり推進事
業」を実施。新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため中止のイベントも
あったが、健康増進ハイキング、グラ
ウンドゴルフ大会、講演会を実施し
た。
・高齢者などをターゲットにスマホの便
利な使い方などを知っていただくため
の「スマホ講座」や職員が個別に対応
する「スマホ相談室」を実施した。（延
べ参加人数：296人）

・スマートフォンの利用に不安があ
る高齢者などに向けて、株式会社
ジェイコムウェスト高槻局包括連
携協定を締結し、「スマホ教室」を
開催した。（７回開催。延べ参加人
数45人）
（決算額：129,030円）
・職員で個別に相談に応じる「スマ
ホ相談室」を実施した。（延べ参加
人数162人）
・町内のカフェでボランティアがス
マホ活用の支援・相談を受ける
「デジタルふれあいcafe」を実験的
に進めた。
・年長者クラブの活動を支援
（単位クラブ数：23クラブ　会員数：
1,365人）
・「高齢者健康と生きがいづくり推
進事業」を実施。新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止
のイベントもあったが、健康増進
ハイキング、グラウンドゴルフ大
会、講演会などを実施した。

・デジタルデバイド対策として、国の
「デジタル活用支援推進事業」による
講習会や大阪府の公民連携による
「スマホ教室」を町内で実施した。ま
た、職員による「スマホ相談室」を実
施した。
・島本町社会福祉協議会主催の「デ
ジタルふれあいcafe」事業が本稼働し
ており、必要に応じ町職員も参加し支
援を行った。
・年長者クラブの活動を支援
（単位クラブ数：23クラブ　会員数：
1,318人）
・「高齢者健康と生きがいづくり推進
事業」として、健康増進ハイキング、グ
ラウンドゴルフ大会、講演会などを実
施した（延べ参加者1,396人）。

・デジタルデバイド対策として、国の「デ
ジタル活用支援推進事業」による講習
会や大阪府の公民連携による「スマホ
教室」を町内で実施した。（延べ参加人
数１９３人）
・島本町社会福祉協議会主催の「デジ
タルふれあいcafe」事業に町職員も参
加し支援を行った。
・年長者クラブの活動を支援
（単位クラブ数：23クラブ　会員数：
1,272人）
・「高齢者健康と生きがいづくり推進事
業」として、健康増進ハイキング、グラ
ウンドゴルフ大会、講演会などを実施し
た（延べ参加者1,277人）。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 今後の事業予定・取組方針

・新型コロナウイルス感染拡大防
止に配慮した上で、おはなしかい
などの事業を実施した。
・閲覧スペースの配席をコロナ禍
前の状態に戻した。

・図書館まつりやおはなしかいなどの
事業を実施した。
・また、従来から、町立小中学校の児
童・生徒がホームページから予約を行
えば、学校で町立図書館の貸出資料
を受領できる仕組みを構築している
が、令和5年度は毎日の予約を可能
にして子どもの読書機会の増大を
図った。

・図書館まつりやおはなしかいなどの
事業を実施した。
・令和６年１０月１日から、阪急水無瀬
駅及びＪＲ島本駅に図書返却用のブッ
クポストを設置した。
・新たな取組として、点字付き絵本やＬ
Ｌブック(知的障害のある方などをはじ
め誰もが読書を楽しめるために工夫し
て作られた本)などのバリアフリーに配
慮した資料を集めた「りんごの棚」を常
設設置した。

・コロナウイルス感染拡大防止
に配慮したうえで実施可能な
スポーツ教室等を実施した。
・各種スポーツ関係団体への
情報提供や連絡調整などの支
援に努めた。

・新型コロナウイルス感染拡大防止に
配慮した上で実施可能なスポーツ教
室等を実施した。
・各種スポーツ関係団体への情報提
供や連絡調整などの支援に努めた。

・新型コロナウイルス感染拡大防
止に配慮した上で新規教室を含め
スポーツ教室等を実施した。
・各種スポーツ関係団体への情報
提供や連絡調整などの支援に努
めた。

・新規教室を含めスポーツ教室等を
実施した。
・各種スポーツ関係団体への情報提
供や連絡調整などの支援に努めた。
・老朽化の進む町立体育館、小中学
校プール及び東大寺公園テニスコー
トを水無瀬川緑地公園敷地内に移転
整備する方向性で事務を進めることと
した。

・スポーツ教室の実施や生涯スポーツ
の推進を図った。
・各種スポーツ関係団体への情報提供
や連絡調整などの支援に努めた。
・新体育館等のめざすべき方向性、具
体的な施設整備方針や事業を推進す
るうえで必要となる各種事項について
検討し、新体育館等整備に関する基本
的な要件を示すものとして、令和７年３
月に「島本町新体育館等整備基本計
画」を策定した。

・「いつでも　どこでも　だれでも」をモッ
トーにスポーツ教室等を継続して実施
する。
・各種スポーツ関係団体への情報提供
や連絡調整などの支援に継続して努め
る。
・水無瀬川緑地公園に体育館と屋内
プールを整備するため、設計と工事を
一括で請け負う事業者を募集するにあ
たっての要求水準書及び募集要項の
作成、並びに建設予定地のボーリング
調査を実施する。（予算：29,383千円）

・引き続き、おはなしかいや児童・生徒
をはじめ、多くの方が参加しやすい事
業を実施する。
・様々な方に来館いただけるようホーム
ページ等を活用し、図書の紹介や各種
イベント情報などを積極的に利用者へ
配信する。
・様々な方が読書を楽しめるよう、バリ
アフリーの取組を進める。

・来館者の要望を受け、一部
書架の見直しを行った。
・コロナウイルス感染拡大防止
のため、例年実施している事
業を見直し、家庭読書を促す
事業や、間接的に読書への興
味を高める事業などを実施し
た。

・図書は自宅で過ごすツールの一つと
いう観点から、緊急事態宣言が発令さ
れた期間も、図書の貸出し及び返却
を可能とするサービスを行った。
・新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、ソーシャルディスタンスを確保で
きるよう、閲覧スペースの配席を見直
した。

・引き続きデジタルデバイド対策として、
国の「デジタル活用支援推進事業」に
よる講習会や大阪府の公民連携による
「スマホ教室」を町内で実施する。
・引き続き島本町社会福祉協議会が実
施する「デジタルふれあいcafe」事業の
支援を行う。
・高齢者の生きがいづくり等を図るた
め、年長者クラブの活動及び「高齢者
健康と生きがいづくり推進事業」の実施
を支援する。

・いきいき百歳体操の継続実施を図る
とともに体操参加者数の増加を目指
す。



②多文化共生

国際交流の促進（姉妹都市との交流活
動、交流イベントの開催支援など）

具体的な施策

海外の言語や文化を学ぶ機会の充実
（多文化共生講座、外国語教室など）

国際理解・コミュニケーションをもつ人材
の育成（英語教育・国際理解教育など）

外国人への情報提供の充実（多言語対
応、通訳機器・人材の確保など）

外国籍住民・児童への支援（日本語教
室、日本語指導、相談支援など）

・町が補助を行っている人権ま
ちづくり協会において、多文化
共生社会実現のために日本語
教室を開催した。（開催回数：
126回　参加者数：延べ713人
※指導者含む）
・日本語指導が必要な児童生
徒への進路支援について、受
験上の配慮等の対応を行っ
た。

・町が補助を行っている人権まち
づくり協会において、多文化共生
社会実現のために日本語教室を
開催した。（開催回数：100回　参
加者数：延べ275人※指導者含
む）
・日本語指導が必要な児童生徒
への進路支援について、受験上
の配慮等丁寧な対応を行った。

・人権まちづくり協会による日本語教室
を開催した。

・日本語指導が必要な児童生徒に対し
て、当該言語通訳者を派遣し、授業等
での支援を実施した。また、大阪府教
育庁主催のオンライン日本語指導に希
望者が参加し、指導員による学校訪問
も実施した。

・小中学校では、文部科学省
教育特例校制度を活用し、小
学校から切れ目ない英語教育
を実施し、英語教育の充実を
図った。

・「もぐもぐ多文化交流」と題し
ブラジル、フィリピンの家庭料
理をつくる料理教室を各1回開
催した。
・姉妹都市であるフランク
フォート市があるケンタッキー
州の郷土料理であるケンタッ
キーバーグーを学校給食や広
報誌にて紹介した。

・姉妹都市であるフランク
フォート市と町制施行80周年
に係るお祝いメッセージのやり
取りを行った。

R2実績

・町が補助を行っている人権まちづくり
協会において、多文化共生社会実現
のために日本語教室を開催した。（開
催回数：119回　参加者数：延べ351人
※指導者含む）
・日本語指導が必要な児童生徒への
進路支援について、受験上の配慮等
丁寧な対応を行った。

・町ホームページの多言語対応（英
語・韓国語・中国語（簡体）・中国語
（繁体）・スペイン語・ポルトガル語・フ
ランス語・タガログ語・タイ語・ネパー
ル語）

・小中学校では、文部科学省教育特
例校制度を活用し、小学校から切れ
目ない英語教育を実施し、英語教育
の充実を図った。

・「もぐもぐ多文化交流」と題しベトナ
ム、韓国、ドイツの家庭料理をつくる料
理教室を各1回開催した。

・姉妹都市提携5周年記念動画を撮影
した。

R3実績

・町ホームページの多言語対
応（英語・韓国語・中国語（簡
体）・中国語（繁体）・スペイン
語・ポルトガル語・フランス語・
タガログ語・タイ語・ネパール
語）
・外国人からの通報に対応で
きるように、同時通訳サービス
を導入（18言語に対応）し、多
様化する緊急通報の充実に努
めた。

・小中学校では、文部科学省教育
特例校制度を活用し、小学校から
切れ目ない英語教育を実施し、英
語教育の充実を図った。

・「もぐもぐ多文化交流」と題しミャ
ンマー、インド、ベトナムの家庭料
理をつくる料理教室を各1回開催し
た。

・情報交換等を行い、必要に応じ
て交流活動の促進に努めた。

R4実績

・人権まちづくり協会による日本語教
室を開催した。
・児童生徒本人及び保護者のニーズ
を把握し、通訳ボランティアを派遣す
る等、丁寧な対応に努めた。

・町ホームページの多言語自動翻訳
システム（Google翻訳）で対応した。

・保育所、幼稚園及び小学校では、Ａ
ＬＴを各校園所に配置し、英語でのコ
ミュニケーション能力素地を育成し
た。中学校では１人１台端末を活用し
た外国人講師との１対１でオンライン
英会話を実施した。

・海外の文化や言語に触れる機会とし
て「もぐもぐ多文化交流」と題しミャン
マー、ベトナム、フランスの家庭料理
をつくる料理教室を各1回開催した。

随時、情報交換等を行い、広報しまも
とに「フランクフォート便り」を掲載する
など必要に応じて交流活動の促進に
努めた。

R5実績

・町ホームページの多言語対応
（英語・韓国語・中国語（簡体）・中
国語（繁体）・スペイン語・ポルトガ
ル語・フランス語・タガログ語・タイ
語・ネパール語）

・保育所、幼稚園及び小学校では、ＡＬ
Ｔを各校園所に配置し、英語でのコミュ
ニケーション能力素地を育成した。中学
校では１人１台端末を活用した外国人
講師との１対１でオンライン英会話を実
施した。

・海外の文化や言語に触れる機会とし
て「もぐもぐ多文化交流」と題しフラン
ス、ベトナムの家庭料理をつくる料理教
室を開催した。

・随時、情報交換等を行い、広報しまも
とに「フランクフォート便り」を掲載する
など必要に応じて交流活動の促進に努
めた。

R6実績

・今後も引き続き、人権まちづくり協会
による日本語教室を開催する。

・日本語指導を要する児童生徒に対
し、当該言語通訳者を派遣し、授業に
おける通訳や日本語指導の支援を実
施していく。

・引き続き、町ホームページの多言語
自動翻訳システム（Google翻訳）で対
応するほか、通訳機器を活用し業務に
取り組む。
・こどもすこやかセンターにおいて子ど
も相談支援通訳派遣事業（翻訳機で対
応できない希少言語に対応）を開始す
る。

・ＡＬＴの効果的な活用については各校
園所と協働して取り組んでいく。オンラ
イン英会話では、より生徒の発話量向
上に資する取組となるよう、内容を精選
していく。

・今後も海外の文化や言語に触れる機
会として料理教室を開催する。

・今後も随時、情報交換等を行い、必
要に応じて交流活動の促進に努める。

今後の事業予定・取組方針

・町ホームページの多言語自動翻訳シ
ステム（Google翻訳）、119番通報や救
急現場での多言語通訳サービス、外国
人妊産婦など支援のための翻訳機の
活用などにより、外国人への情報提供
に努めた。
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③地域コミュニティ・住民活動

住民主体の公益活動への支援（公募型
公益活動支援事業補助など）

コミュニティ活動の担い手となる人材の
発掘・育成

住民団体・ＮＰＯ・ボランティアなどとの
連携・協働

活発なコミュニティ活動が行われる環境
づくり

具体的な施策 R2実績

・住民や団体が安心して活動
できるように、町で住民活動災
害補償保険に加入した。
・各自治会に対し、その活動を
支援するために補助金を交付
した。

・ボランティア団体とその活動
を町ホームページや広報誌で
紹介した。

・様々な地域課題の解決に向
け、住民等が自主的かつ自発
的に行う公益的活動に対し補
助金を交付した。

・ボランティア団体の実施事業
やイベントなどについて随時
SNSで情報発信を行った。

・様々な地域課題の解決に向け、住
民等が自主的かつ自発的に行う公益
的活動に対し補助金を交付した。
【交付団体件数：3団体】

・ボランティア団体の実施事業やイベ
ントなどについて随時SNSで情報発信
を行った。

・ボランティア団体とその活動を町
ホームページや広報誌で紹介した。

・住民や団体が安心して活動できるよ
うに、町で住民活動災害補償保険に
加入した。
・各自治会に対し、その活動を支援す
るために補助金を交付した。

R3実績

・様々な地域課題の解決に向け、
住民等が自主的かつ自発的に行
う公益的活動に対し補助金を交付
した。
【交付団体件数：3団体】

コミュニティ活動の担い手となる人
材の発掘・育成

・ボランティア団体とその活動を町
ホームページや広報誌で紹介し
た。

・住民や団体が安心して活動でき
るように、町で住民活動災害補償
保険に加入した。
・各自治会に対し、その活動を支
援するために補助金を交付した。

R4実績

・様々な地域課題の解決に向け、住
民等が自主的かつ自発的に行う公益
的活動に対し補助金を交付した。
【交付団体件数：3団体】

・ボランティアに関する事業やイベント
などについて随時情報発信を行った。

適宜、住民団体やＮＰＯなどとの連携
した。

・住民や団体が安心して活動できるよ
うに、町で住民活動災害補償保険に
加入した。
・各自治会に対し、活動を支援するた
めに補助金を交付した。

R5実績

・様々な地域課題の解決に向け、住民
等が自主的かつ自発的に行う公益的
活動に対し補助金を交付した。
【交付団体件数：2団体】

・ボランティアに関する事業やイベント
などについて随時情報発信を行った。

適宜、住民団体やＮＰＯなどとの連携し
た。

・住民や団体が安心して活動できるよう
に、町で住民活動災害補償保険に加
入した。
・各補助対象自治会に対し、活動を支
援するために補助金を交付したほか、
自治会の認定要件基準を見直し、新た
に総会等を要さない緩やかな自治会と
して連携対象自治会を設け、２つの地
域が連携対象自治会になった。

R6実績

・様々な地域課題の解決に向け、住民
等が自主的かつ自発的に行う公益的
活動に対し補助金を交付する。
【予算額：50万円】

・今後もボランティアやNPOに関する情
報をHP等で随時発信する。

今後も住民団体やＮＰＯなどとの連携・
協働する。

・引き続き住民や団体が安心して活動
できるように、町で住民活動災害補償
保険に加入する。
・各補助対象自治会に対し、活動を支
援するために補助金を交付する。

今後の事業予定・取組方針


